
こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

男女共同参画社会に関する

県民意識調査の実施（5年ご

と）

5年ごとに調査を実施

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

平成16年度、平成21年度

に実施

平成26年度実施予定

調査結果は、ホームペー

ジ、印刷物などで公表

県民意識

調査実施

平成26年度実施、

調査結果をホーム

ページ、印刷物な

どで公表

固定的な役割分担

意識の改善

県民生活･男女

共同参画課

男女別統計資料の充実 毎年、定点観測を行っている。

内閣府調査（6月）、女性

関連指標（1月）の作成

毎年、定点観測を行う。 男女別統計資料作成

毎年、定点観測を

行い、推移が把握

できるようにする。

固定的な役割分担

意識の改善

県民生活･男女

共同参画課

男女共同参画の視点からみ

た行政施策影響調査の実施

（こうち男女共同参画センター

管理運営費）

男女共同参画に関する各種

統計データの収集及び提供を

行う。

収集結果をソーレホーム

ページにて公開

毎年、定点観測を行い、

結果をホームページ上な

どで公開

男女共同参画に関する

各種統計データの収集

及び提供

継続して、データの

収集を行い、信頼

できるデータを蓄

積する。

固定的な役割分担

意識の改善

県民生活･男女

共同参画課

市町村が行う行政施策影響

調査への支援

市町村によって、取組内容や

推進に温度差がある。

平成21年度より、男女共

同参画地域サポート事業

により、市町村が主体的

に行う調査事業をサポー

ト。

男女共同参画地域サポー

ト事業により、市町村が主

体的に行う調査事業をサ

ポート。

男女共同参画地域サ

ポート事業

各市町村が、単独

で調査を実施

各市町村が、単独

で調査を実施でき

る体制づくり

県民生活･男女

共同参画課

県職員への男女共同参画に

関する研修の実施

男女共同参画に関する理解

の促進及び啓発が必要であ

り、教育委員会事務局職員人

権問題研修会において、女性

の人権を含めた人権研修を毎

年実施している。

教育委員会事務局職員

人権問題研修会におい

て、平成22年度はセク

シュアルハラスメントにつ

いて取り上げ研修を行っ

た。

教育委員会事務局職員

人権問題研修会におい

て、女性の人権を含めた

人権研修を充実させてい

く。

教育委員会事務局職員

人権問題研修会におい

て、女性の人権を含めた

人権研修を行う。

男女共同参画の理

念の理解、意識啓

発

女性職員の働きや

すい職場の実現 全所属

テーマ・体系
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H26

10

担当課室

該当

ペー

ジ

男女平等の視

点から、女性の

おかれている状

況を的確に把握

するため情報を

収集、整理する

とともにその結

果を公表しま

す。

10

県の取組が、男

女共同参画社

会の実現に及ぼ

す影響について

調査を行うととも

に、市町村にお

いても同様の取

組が行われるよ

う要請します。

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

教職員等に対する男女共同

参画に関する研修の実施

・人権教育推進講座支援

事業を実施するとともに、

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し

た。

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し、

男女共同参画に向けての

学習を支援する。

人権教育推進講座支援

事業を活用し、日常の生

活を振り返ることができ

るような研修会を実施す

る。

男女共同参画の理

念の理解、意識啓

発

教育政策課

教職員等に対する男女共同

参画に関する研修の実施

教職員等への男女共同参画

に関する理解は、広まりつつ

あるが、今後も理解の促進を

図るために、研修機会の確保

と充実が必要である。

・人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、新

しい教材や情報の提供を

図る。

人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、新

しい教材や情報の提供を

図るとともに教員を対象に

した校内研修を充実させ

る。

人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、

新しい教材や情報の提

供を図る。

特に本年度は、災害時に

おける女性の人権につ

いても扱うようにしてい

る。

教職員等の男女共

同参画に対する意

識啓発が進む

人権教育課

市町村人権啓発・人権教育

担当研修の実施

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、国及び地方公

共団体は、研修等を通じて、

人権教育・啓発の担当者の育

成を図ることが重要とされてい

る。

市町村人権啓発担当者を

対象とした、啓発手法の

修得、啓発企画力の向

上、担当者間のネットワー

クの形成を図るため県内

３ブロックで研修会を実

施。

市町村担当者全員の出

席となっていない。ネット

ワーク作りなど連携を図

るためにも、全市町村の

参加を促す。

全市町村の参加に

より、ネットワーク

の形成を目指す。

人権課

人権尊重と男女

共同参画の推

進のため、研修

や広報・啓発を

行うとともに、市

町村においても

同様の取組が

行われるよう支

援します。

市町村の自主

性を尊重しつ

つ、市町村にお

ける男女共同参

画計画の策定

や改定の取組を

積極的に支援し

ます。

11
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

市町村人権啓発・人権教育

担当研修の実施

社会教育における人権教育に

ついての研修を充実させてい

くことにより、男女共同参画に

関する理解の促進及び指導

的役割を果たすことができる

人材の育成が必要である。

人権のまちづくりのため

のファシリテーター(議論

の調整・進行役）養成講

座事業及び人権教育推

進講座支援事業におい

て、リーダー養成を図って

きた。

社会教育における人権教

育についての研修を充実

させていくことにより、男

女共同参画に関する理解

の促進及び指導的役割を

果たすことができる人材を

育成する。

人権教育推進講座支援

事業を活用し、効果的な

研修方法や研修内容の

設定の仕方などについて

指導するとともに、研修

会の実施をサポートする

ことを通して参加者の理

解を広げ、指導者の育成

を図る。

各市町村におい

て、市町村事業担

当者による主体的

な研修が行われ

る。

人権教育課

子どもの発達段階に応じた人

権（女性）教育の推進

・人権の尊重、男女の平等、

男女の相互理解と協力の重

要性、家庭生活の大切さなど

についての認識は広がりつつ

あるが、日常生活における実

践には十分つながっていな

い。

・女性の人権を含む県民

に身近な7つの人権課題

(同和、女性、子ども、高

齢者、障害者、HIV感染

者、外国人）の学習を計

画的に実施するよう、人

権教育主任研修会等を通

じて、年間指導計画の作

成を指導している

女性の人権を含む県民に

身近な７つの人権課題に

ついての学習を計画・実

施できるように、人権教育

主任連絡協議会や人権

教育主任研修会などの機

会をとらえて働きかけると

ともに、教員対象の校内

研修を充実させる。

小中学校及び県立人権

教育主任連絡協議会や

研修会の場を活用して、

女性の人権を含めた人

権学習をすべての学校

で充実させていくことがで

きるよう、学習展開例の

紹介や資料の紹介を行

う。

人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、

新しい教材や情報の提

供を図る。

男女平等の理念を

推進する教育・学

習の一層の充実が

図られる。

児童生徒が、自分

の大切さとともに他

の人の大切さを認

めることができるよ

うになり、それが

様々な場面や状況

下での具体的な態

度や行動に現れる

ようになる。

人権教育課

園内研修支援事業

全　１０６回

（園内研修支援　73回）

・子ども一人一人の育ち

にあった保育が展開され

るよう、園内研修への支

園内研修の支援や子ども

理解に関する研修等を推

進することにより、子ども

保育士・幼稚園教員の資

質・専門性の向上を図る

ため、園内研修の充実に

子ども一人一人の

人権が尊重され、

その子どもの特性

人権尊重と男女

共同参画の推

進のため、研修

や広報・啓発を

行うとともに、市

町村においても

同様の取組が

行われるよう支

援します。

市町村の自主

11

１

意

識

を

変

え

る

(

1

)

男

女

間

の

意

識

を

変

え

る

①

意

識

改

革

と

社

会

制

度

慣

行

の

見

直

し

子どもの発達段階に応じた人

権（女性）教育の推進

（園内研修支援　73回）

（ブロック別研修支援　33回）

るよう、園内研修への支

援を行っている。

進することにより、子ども

の人権を十分配慮した保

育の実践を目指す。

ため、園内研修の充実に

向けた支援を行う。

その子どもの特性

や育ちに応じた保

育が実践される。

幼保支援課

地域・職場における人権（女

性）研修の実施

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、国民に対する

人権教育・啓発は、国民の一

人ひとりの生涯の中で、家庭、

学校、地域社会、職場などあ

らゆる場と機会を通して実施さ

れることにより効果を上げるも

のと考えられ、その観点からも

人権教育・啓発の各実施主体

は相互に十分な連携をとり、

その総合的な推進に努めるこ

とが望ましいとされている。

人権啓発研修企業リー

ダー養成講座開催事業と

して、企業内をはじめ、Ｎ

ＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟなど

一般県民を対象に

人権について研修計画を

立案または自らが講師と

して対応できるリーダーと

なれる人材を養成するた

めの講座を開設してい

る。

所属する企業、団体内外

での人権啓発活動を通じ

て、人権尊重の社会づくり

に寄与する人材を今後も

引き続き養成する。

人権について研修

計画を立案または

自らが講師として

対応できるリー

ダーとなれる人材

を養成。

人権課

地域・職場における人権（女

性）研修の実施

男女共同参画の意識を高め、

固定的性別役割分担にとらわ

れない意識が醸成されるよう、

地域における学習機会の提供

が必要である。

・人権教育推進講座支援

事業を実施するとともに、

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し

た。

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し、

男女共同参画に向けての

学習を支援する。

人権教育推進講座支援

事業を活用し、日常の生

活を振り返ることができ

るような研修会を実施す

る。

各市町村や職場に

おける女性の人権

に関わる学習機会

が増加し、個人の

尊厳と男女平等の

意識が高まる。

人権教育課

市町村の自主

性を尊重しつ

つ、市町村にお

ける男女共同参

画計画の策定

や改定の取組を

積極的に支援し

ます。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

県民への男女共同参画・女

性問題に関する啓発・広報

未だに残る男女の不平等意

識

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

ソーレを中心に、ソーレ広

報誌（ソーレ・スコープ、メ

ルマガ）、各種講演研修

会の開催。県の広報手段

（広報誌、ラジオ）を活用し

ての周知

こうち男女共同参画セン

ターを拠点として、広報誌

作成や講演、研修会の開

催等啓発事業の他、図書

等利用ＰＲ事業を実施。

県広報誌などによる周

知。

ソーレを拠点とした広報

活動、県広報誌などによ

る広報活動

県民意識

調査

対前年程度の広報

事業量の確保

男女共同参画平等

意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

県民への男女共同参画・女

性問題に関する啓発・広報

法務省においても、「女性の人

権を守ろう」を年間強調事項と

して、テレビ・ラジオや新聞・雑

誌による広報啓発活動を推進

するとともに「人権教育・啓発

に関する基本計画」において

も、マスメディアの活用は不可

欠としており、その効用を最大

限に活用することが重要とさ

れている。

テレビ・ラジオによるス

ポットコマーシャルや新聞

広告、啓発冊子等による

啓発を実施。

引続き県民啓発に取り組

むとともに、より効果的な

啓発を検討・実施してい

く。

県民生活に効果の

あるスポットコマー

シャルや新聞広告

を目指す。

人権課

人権（女性）に関する実態調

査と公表

未だに残る男女の不平等意

識

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

平成22年度は、大学生等

の若者を対象に男女共同

参画に関する意識調査を

ソーレで実施。

ソーレを中心に、男女共

同参画に関する意識調査

を実施。

調査結果は、ホームペー

ジ、印刷物などで公表。

ソーレを中心に男女共同

参画に関する意識調査

を実施

情勢に適応した調

査の実施

男女共同参画平等

意識の向上

県民生活･男女

共同参画課、人

権課

市町村における男女共同参

画計画策定促進及び策定支

援

・平成22年度末、34市町村

中、17市町村において計画策

定（５０．０％）

市町村における男女共同

参画計画策定促進及び

策定支援

男女共同参画地域サポー

ト事業などにより、市町村

が主体的に行う計画策定

をサポート。

男女共同参画地域サ

ポート事業

5年間の間に6町村

において計画策定

計画策定市町村率

67.6%

(23市町村／34）

県民生活･男女

共同参画課

11

人権尊重と男女

共同参画の推

進のため、研修

や広報・啓発を

行うとともに、市

町村においても

同様の取組が

行われるよう支

援します。
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市町村が行う女性の人権に

関する啓発事業の支援

市町村によって、取組内容や

推進に温度差がある。

平成21年度より、男女共

同参画地域サポート事業

により、市町村が主体的

に行う啓発事業をサポー

ト。

男女共同参画地域サポー

ト事業により、市町村が主

体的に行う啓発事業をサ

ポート。

男女共同参画地域サ

ポート事業

各市町村が、単独

で啓発事業を実施

各市町村が、単独

で啓発事業を実施

できる体制づくり

県民生活･男女

共同参画課

市町村が行う女性の人権に

関する啓発事業の支援

「人権教育・啓発推進法第９

条」により、人権啓発に係る財

政的支援が国よりなされてい

る（国費委託事）

人権尊重思想の普及啓

発を図り、基本的人権の

擁護に資するため、住民

を対象とする講演会や研

修会などの啓発活動を市

町村に委託した。

引き続き実行していく。

事業実施により、

人権尊重の社会づ

くりや、自主的な人

権意識の高揚を目

指す。

人権課

民間団体が行う女性の人権

に関する啓発事業の支援

毎年、ソーレが行う民間団体

などを対象に事業費の補助を

行う「ソーレ・えいど事業」等の

支援事業により民間団体等の

活動を支援

「ソーレ・えいど事業」を活

用し、支援。平成22年度

は6団体支援

「ソーレ・えいど事業」を活

用し、支援。

ソーレ・えいど事業

支援事業予算枠の

拡大

・支援事業予算枠

の拡大

・応募団体の増加

県民生活･男女

共同参画課

民間団体が行う女性の人権

に関する啓発事業の支援

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、民間団体にお

いても個々の人権課題を対象

として、人啓啓発上有意義な

取り組みが行われており、今

後も実施主体として重要な一

翼を担うことが期待されてい

る。

民間団体を対象として、

対象者が自主的に行う、

人権意識の高揚を目的と

した活動（交流体験活動、

講演会、研修会、啓発資

料の作成・配布等）を支援

してきた。

予算に限りがあるため支

援できる団体は限られる

が、今後も支援を実行し

ていく必要がある。

事業実施により、

人権尊重の社会づ

くりや、自主的な人

権意識の高揚を目

指す。

人権課

11

市町村の自主

性を尊重しつ

つ、市町村にお

ける男女共同参

画計画の策定

や改定の取組を

積極的に支援し

ます。

3



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

男女共同参画に関する苦情

の申出・処理制度の充実

男女共同参画に関する苦情

の申し出・処理を男女共同参

画苦情調整委員会（調整委員

3名）により実施。

男女共同参画に関する苦

情の申し出・処理を男女

共同参画苦情調整委員

会により実施。平成22年

度は申請件数0件

・男女共同参画苦情調整

処理委員会による処理

・事業内容の県民への更

なる周知

苦情の随時受け付け、事

業内容の県民への周知

・適正な苦情処理

・事業認知率の増

加

男女共同参画に関

する苦情のない社

会づくり

県民生活･男女

共同参画課

11

男女共同参画社会に関する

県民意識調査の実施（5年ご

と）【再掲】

5年ごとに調査を実施

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

平成16年度、平成21年度

に実施

平成26年度実施予定

調査結果は、ホームペー

ジ、印刷物などで公表

県民意識

調査実施

平成26年度実施、

調査結果をホーム

ページ、印刷物な

どで公表

固定的な役割分担

意識の改善

県民生活･男女

共同参画課

県職員への男女共同参画・

女性問題に関する研修の実

施

研修参加所属数

平成21年度　36所属

平成22年度　82所属

平成17年度より、職員研

修を実施

平成22年度より、対象に

市町村職員も含む

市町村及び県職員を対象

に男女共同参画の意識

啓発の研修を実施

8月頃に職員研修の実施

複数回の開催な

ど、目標達成に向

けた研修体系の模

索

全所属参加

県民生活･男女

共同参画課

市町村職員への男女共同参

画・女性問題に関する研修の

実施

平成22年度より、高知県職員

向け研修を市町村職員へも開

放

平成22年度　11市町村参加

平成17年度より、職員研

修を実施

平成22年度より、対象に

市町村職員も含む

市町村及び県職員を対象

に男女共同参画の意識

啓発の研修を実施

8月頃に職員研修の実施

複数回の開催な

ど、目標達成に向

けた研修体系の模

索

全所属参加

県民生活･男女

共同参画課

県民への男女共同参画に関

する啓発・広報

未だに残る男女の不平等意

識

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

ソーレを中心に、ソーレ広

報誌（ソーレ・スコープ、メ

ルマガ）、各種講演研修

会の開催。県の広報手段

（広報誌、ラジオ）を活用し

ての周知

こうち男女共同参画セン

ターを拠点として、広報誌

作成や講演、研修会の開

催等啓発事業の他、図書

等利用ＰＲ事業を実施。

県広報誌などによる周

知。

ソーレを拠点とした広報

活動、県広報誌などによ

る広報活動

県民意識

調査

対前年程度の広報

事業量の確保

男女共同参画平等

意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

①

意

識

改

革

と

社

会

制

度

慣

行

の

見

直

し

(

1

)

男

女

間

の

意

識

を

変

え

る

１

意

識

を

変

え

る

こうち男女共同

参画センター

「ソーレ」を中心

とした、研究・調

査を実施すると

ともに男女共同

参画の視点か

ら、研修や広報・

啓発を行い、社

会制度や慣行、

役割の分担など

を見直すことを

11

　しきたり・慣習等　７０．７％ 知。

社会における不平等な慣行

等に対する調査研究

（こうち男女共同参画センター

管理運営費）

男女共同参画に関する各種

統計データの収集及び提供を

行う。

収集結果をソーレホーム

ページにて公開

毎年、定点観測を行い、

結果をホームページ上な

どで公開

男女共同参画に関する

各種統計データの収集

及び提供

継続して、データの

収集を行い、信頼

できるデータを蓄

積する。

固定的な役割分担

意識の改善

県民生活･男女

共同参画課

女性リーダーの育成

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

男女共同参画や女性の人権

等に関わる表現についてのメ

ディアに対する要望

事例に応じ随時対応 事例に応じ随時対応 随時対応

女性の人権が尊重

されたメディア表現

広報広聴課、人

権課、県民生

活・男女共同参

画課

男女共同参画の視点に立っ

た広報作成の手引きの普及

・初任者研修会等で配布

・他課などからの相談に

随時対応

・研修会等で配布

・他課などからの相談に

随時対応

・研修会等で配布

・他課などからの相談に

随時対応

少なくとも、行政か

らの広報には、男

女共同参画の視点

が入るようにする。

県民生活･男女

共同参画課

13

男女共同参画の

視点に立ち、ま

た、女性の人権等

を尊重した表現が

なされるよう、メ

ディアの取組を促

すとともに、触れ

たくない情報に接

しない自由に配慮

する環境づくりに

努めます。

②

メ

デ

ィ

ア

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

を見直すことを

促します。

4



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

行政自らの広報活

動においても、男女

共同参画の視点と女

性の人権等に配慮し

た適切な表現に努め

ます。

青少年保護育成条例に基づ

く有害図書類の指定

高知県青少年保護育成

条例第11条第２項に基づ

く有害図書類の包括指定

および適切な運用のため

の啓発を行った。

高知県青少年保護育成

条例第11条第２項に基づ

く有害図書類の包括指定

および適切な運用のため

の啓発を行う。

高知県青少年保護育成

条例第11条第２項に基

づく有害図書類の包括指

定および適切な運用の

ための啓発を行う。

児童家庭課 13

女子差別撤廃委員会からの

最終見解等の県民への周知

と浸透を図る

女子差別撤廃条約を知らない

人の割合　54.7%

各種広報手段（県広報

誌、ソーレ広報誌など）を

活用し、広報活動を行う。

各種広報手段（県広報

誌、ソーレ広報誌など）を

活用し、広報活動を行う。

広報活動等

県民意識

調査 女子差別撤廃委員

会からの最終見解

等の県民への浸透

県民生活･男女

共同参画課

国際化時代にふさわしい人づ

くり（高知県国際交流協会）

グローバル化が進みますます多

様化や適応性が重要になったこ

の世界で、外国人に壁を作ってし

まう人やそのグローバル化につ

いていけていない人が多数いる。

また日本内部、高知県内ではま

だまだ外国人の受け入れ体制が

不十分で国際化時代にふさわし

い人づくりが整っていない。

これからの世代を引っ張って

いく年代や若者を中心にした

異文化理解講座や日本語ボ

ランティア講師養成講座など

の講座を開催した。また県民

に国際交流に参加してもらう

ためのきっかけ作りの事業

なども展開した。

若者世代だけでなく、社

会全体で県民が国際交流

や国際協力に参加できる

事業の開設や講座の開

催を行う。

現在行っている事業の現

状維持、改善を行いつ

つ、県民全体の国際化

の底上げを行う。

現在の事業量を維

持し県民に国際化

のための施策を提

供していく。さらに

社会全体で国際化

を底上げできるよう

な事業に取り組

む。

県民の国際化が全

体的に底上げさ

れ、外国人の受け

入れ体制や県民の

意識が強化されて

いる。

文化・国際課

交流イベントや異文化理解講

座の開催（高知県国際交流

期間限定で県民の方々に国際的

なことやものに触れていただいた

り、小学校高学年を対象に、国際

色豊かな人材を育てるための講

座を開設したり、県民の方々に異

国際的な立場の人に講演を

してもらい世界の状況や国

際的な取り組みなどを県民

に伝えてもらう。また小学校

４～６年生を対象に講座を開

催し国際色豊かな若者の育

今まで継続してやってき

た事業について現状維持

や改善をしていき、県民に

事業については現状維

持をしながら改善できる

現在取り組んでい

る事業量を減らさ

ず、またできるなら

現在の事業をさら

にＰＲし県民に広く

事業を知らしめる。

また改善できる部

文化・国際課

国際規範を尊重

し、その周知と

浸透に努めま

す。

国際交流を通じ

て、諸外国の社

会や文化を学

び、国際的な視

点から男女共同

参画への理解を

深めます。

１

意

識

を

変

え

る

③

国

際

規

範

の

尊

重

と

、

国

際

交

流

を

通

じ

た

男

女

共

同

参

画

へ

の

理

解

の

(

1

)

男

女

間

の

意

識

を

変

え

る

14

座の開催（高知県国際交流

協会）

座を開設したり、県民の方々に異

文化に触れていただくため、外国

人に直接その国の事情や情報を

聞ける講座を開催し、県民の国

際化に努めている。

催し国際色豊かな若者の育

成に努めた。さらに、県の国

際交流員や留学生、その他

在住の外国人に講師になっ

てもらい、県民の国際化のた

めの異文化理解講座を開催

した。

や改善をしていき、県民に

継続して国際化を促して

いく。

持をしながら改善できる

ところについては改善し

ていく。

ず、またできるなら

更なる県民の国際

化のための講座な

どを開設する。

また改善できる部

分については毎回

改善していき、実用

的な県民の国際化

に努める。

文化・国際課

県民への男女共同参画・女

性問題に関する啓発・広報

【再掲】

未だに残る男女の不平等意

識

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

ソーレを中心に、ソーレ広

報誌（ソーレ・スコープ、メ

ルマガ）、各種講演研修

会の開催。県の広報手段

（広報誌、ラジオ）を活用し

ての周知

こうち男女共同参画セン

ターを拠点として、広報誌

作成や講演、研修会の開

催等啓発事業の他、図書

等利用ＰＲ事業を実施。

県広報誌などによる周

知。

ソーレを拠点とした広報

活動、県広報誌などによ

る広報活動

県民意識

調査

対前年程度の広報

事業量の確保

男女共同参画平等

意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

家事（料理）・介護の実践講

座の開催

・家庭における現実の夫婦の

役割分担

　夫と妻が共同で家計を支

え、共同で家事・育児を分担

する場合　１８．１％

・家事労働時間

　女性の平均　１５４分

　男性の平均　２４分

（ソーレ）

・料理等の各種実践講座

の開催

（ソーレ）

・料理等の各種実践講座

の開催

（ソーレ）

・父と子のわくわくクッキ

ングの開催

・ライフスタイル応援講座

の開催

家庭における夫婦

の役割分担のため

の講座や研修を実

施する。

家庭における夫婦

の役割分担の現実

を理想に近づけ

る。

県民生活･男女

共同参画課

家事（料理）・介護の実践講

座の開催

・介護の実践講座の開催

　H21～23平均3,448人

・介護の実践講座の開催

県民介護講座事業の周

知を図るとともに、講座開

催等により介護に対する

県民の意識啓発を図る。

県広報誌等へ掲載

参加者数5,000人

県民介護講座事業

への参加者の増

介護に対する県民

の意識啓発

地域福祉政策

課

16

の

促

進

(

２

）

さ

ま

ざ

ま

な

場

で

の

意

識

を

変

え

る

家庭における固

定的な男女の役

割意識を改める

よう促し、子ども

のころからの男

女共同参画の

理解を促進しま

す。

男女が互いに担

いあう家庭生活

のため、学習機

会を提供し、男

性の家庭生活

への参画や日

常生活の自立を

促します。

①

家

庭

で

の

男

女

共

同

参

画

の

浸

透

5



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

男性講座の開催

・家庭における現実の夫婦の

役割分担

　夫と妻が共同で家計を支

え、共同で家事・育児を分担

する場合　１８．１％

・家事労働時間

　女性の平均　１５４分

　男性の平均　２４分

（ソーレ）

・男性講座の開催

（ソーレ）

・男性講座の開催

（ソーレ）

・男性セミナー

・父と子のわくわくクッキ

ング

・ワークライフバランス講

座の開催

家庭における夫婦

の役割分担のため

の講座や研修を実

施する。

家庭における夫婦

の役割分担の現実

を理想に近づけ

る。

県民生活･男女

共同参画課

父親の育児参加のための啓

発

核家族化の進行や共働き世

帯の増加などにより、母親の

子育てへの不安感、負担感が

増大

■各種広報手段を活用し

男性の育児参加を促す情

報の提供など

・出産・子育て応援サイト

「こうちプレマnet」

・子育て応援情報紙「おお

きくなあれ」

・子育て応援フォーラム

■各種広報手段を活用し

た広報・啓発の充実

父親が積極的に育

児に参加する社会

づくり

少子対策課

介護支援情報の提供・広報・

啓発

・介護の実践講座の開催

　H21～23平均3,448人

・介護の実践講座の開催

県民介護講座事業の周

知を図るとともに、講座開

催等により介護に対する

県民の意識啓発を図る。

県広報誌等へ掲載

参加者数5,000人

県民介護講座事業

への参加者の増

介護に対する県民

の意識啓発

地域福祉政策

課

介護支援情報の提供・広報・

・地域の高齢者に関する様々

な相談を受け止めサービスに

・地域包括支援センター

の機能向上のための支

援、県民への情報提供

・地域包括支援センター

の機能向上のための支

援、県民への情報提供

地域包括センター機能強

・地域包括支援セ

ンターが高齢者の

15

①

家

庭

で

の

男

女

共

同

参

画

の

浸

透

(

２

）

さ

ま

ざ

ま

な

場

で

の

意

識

を

変

え

る

１

意

識

を

変

え

る

家庭における固

定的な男女の役

割意識を改める

よう促し、子ども

のころからの男

女共同参画の

理解を促進しま

す。

男女が互いに担

いあう家庭生活

のため、学習機

会を提供し、男

性の家庭生活

への参画や日

常生活の自立を

促します。

介護支援情報の提供・広報・

啓発

な相談を受け止めサービスに

つないでいく機関として、地域

包括支援センターが創設され

た。

地域包括センター機能強

化のための事業実施

ンターが高齢者の

相談窓口としての

機能を発揮する。

高齢者福祉課

②

学

び

の

場

で

の

男

女

共

同

参

画

の

推

進

子どものころか

ら男女の平等意

識を育んでいく

ため、学校など

での男女平等を

基本とした教育

を充実させま

す。

男女平等や女性の人権に関

する教育の充実

・女性の人権を含む県民に身

近な7つの人権課題(同和、女

性、子ども、高齢者、障害者、

HIV感染者、外国人）の学習を

計画的に実施するため、各学

校での人権教育年間指導計

画の充実が必要である。

・女性の人権を含む県民

に身近な7つの人権課題

(同和、女性、子ども、高

齢者、障害者、HIV感染

者、外国人）の学習を計

画的に実施するような年

間学習計画の作成を指導

している。

女性の人権を含む県民に

身近な７つの人権課題(同

和、女性、子ども、高齢

者、障害者、HIV感染者、

外国人）についての学習

を計画・実施できるように

教員を対象とする研修を

充実させる。

小中学校及び県立人権

教育主任連絡協議会や

研修会を開催し、女性の

人権を含めた人権教育

をすべての学校で充実さ

せていくために、年間指

導計画の確認と指導を

行う。

人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、

新しい教材や情報の提

供を図る。

県内公立学校の人

権教育年間指導計

画作成率を、100％

とする。

・各学校で道徳教

育が一層充実し、

小中学生の自尊感

情や異性尊重の意

識が高まる。

男女平等の理念を

推進する教育・学

習の一層の充実

児童生徒が、自分

の大切さとともに他

の人の大切さを認

めることができるよ

うになり、それが

様々な場面や状況

下での具体的な態

度や行動に現れ

る。

小中学校課、高

等学校課、特別

支援教育課、人

権教育課

18
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

男女平等や女性の人権に関

する教育の充実

Ｈ２２年度

道徳の授業公開率

　小学校　９８．７％

　中学校　９４．８％

・道徳教育研究協議会4

会場

・道徳教育重点推進校10

校

・道徳推進リーダー14名

異性の尊重など道徳教育

を推進するため、核となる

学校をつくるとともに、道

徳教育を推進するリー

ダーを育成して成果を普

及させる。

道徳教育重点推進校を

核として地域を巻き込ん

での道徳教育を推進す

る。

道徳の時間の指導力向

上のためのリーダー教員

（１０名）を育成する

道徳教育

重点推進

校の成果

普及徹底

道徳推進

リーダー

教員の研

究成果の

普及徹底

道徳の授業の公開

率

（平成２５年度）

　（全学級・一部公

開、

　予定含む）

　小学校　　　　１０

０％

　中学校　　　　１０

０％

重点推進校や道徳

推進リーダーの授

業実践が普及し、

各学校で道徳の授

業が地域に公開さ

れ、道徳教育が充

実する。

小中学校課

男女平等に関する小中高校

生向け教材の作成

教材となる資料集や作品集が

作成されており、学習のバリ

エーションを広げる事を提起し

ているが、各学校において子

どもの実態に応じた授業づくり

は十分行われていない。

平成17年3月に作成され

た人権教育資料集3（女性

と人権）「かがやき」を紹

介し、活用を促している。

人権作文募集事業によ

り、毎年人権に関する作

文を募集・表彰し、優秀作

品を冊子にして学校に配

付している。

女性の人権を含む県民に

身近な７つの人権課題に

ついての学習を計画・実

施できるように、教材や資

料、効果的な学習方法等

を研修会を通じて提供す

る。

保育士、幼稚園教員、各

学校の教職員を対象とす

る人権教育セミナーにお

いて、女性の人権をテー

マとした研修会を開催す

るとともに、新しい教材や

情報の提供を図る。

人権作文募集事業を継

続するとともに、作品集

など同世代の児童生徒

の書いた作品を身近な

学習教材としていく。

各学校において子

どもの実態に応じ

た教材を用いて授

業が行われ、日常

生活において児童

生徒の固定的な言

動等が減るように

なる。

小中学校課、高

等学校課、特別

支援教育課、人

権教育課

公立学校における男女混合

・男女混合名簿（出席簿）実施

率

公立小学校　４７．４％

公立中学校　３２．８％

公立高等学校５６,７％　公立

人権教育主任研修会等で

男女混合名簿の意義や

実施率を紹介している。

3年ごとに公立学校におけ

る男女混合名簿の実施状

況調査を行い、結果を公

表する。

人権教育主任研修会等

で男女混合名簿の意義

や実施率を紹介する。

男女混合

名簿の実

施状況調

査及び結

果の公表

男女混合

名簿の実

施状況調

査及び結

果公表

公立学校における

男女混合名簿の実

施率の増加

男女混合名簿の意

義を理解し、男女

混合名簿実施率が

増加する。 小中学校課、高

等学校課、特別

18
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②

学

び

の

場

で

の

男

女

共

同

参

画

の

推

進

１

意

識

を

変

え

る

子どものころか

ら男女の平等意

識を育んでいく

ため、学校など

での男女平等を

基本とした教育

を充実させま

す。

公立学校における男女混合

名簿導入の推進

公立高等学校５６,７％　公立

特別支援学校９１．７％

果の公表 果公表 等学校課、特別

支援教育課、人

権教育課

職域拡大を含めた個性と能

力に応じた進路指導の充実

・平成21年度特別支援学校卒

業生（専攻科含）就職率

  一般事業所  20%

  就労継続支援Ａ型  6.7%

・県立特別支援学校の就職希

望者の就職率

　70.0%

福祉関係や労働機関等と

の連携も進みつつある

が、進路指導主事を中心

に校内の進路部で職場開

拓を行っていた。

労働等の関係機関と連携

を強化したキャリア教育を

充実させる。

福祉・労働等と連携した

進路指導の充実

特別支援学校の就

職希望者の就職率

１００％

特別支援学校高等

部卒業生が希望す

る進路が保障され

ている。

特別支援教育

課

職域拡大を含めた個性と能

力に応じた進路指導の充実

・各公立高等学校におい

て、キャリア教育を実践し

ている。

小中高の系統的なキャリ

ア教育の計画を策定す

る。

高等学校におけるキャリ

ア教育の手引を作成す

る。

小中高の系統的なキャリ

ア教育の実践

生徒が自分の適性

に応じたキャリアデ

ザインができるよう

になる。

小中学校課、高

等学校課

7



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

教職員等に対する男女共同

参画に関する研修の実施【再

掲】

・人権教育推進講座支援

事業を実施するとともに、

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し

た。

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し、

男女共同参画に向けての

学習を支援する。

人権教育推進講座支援

事業を活用し、日常の生

活を振り返ることができ

るような研修会を実施す

る。

男女共同参画の理

念の理解、意識啓

発

教育政策課

教職員等に対する男女共同

参画に関する研修の実施【再

掲】

・人権教育主任連絡協議会に

おいて、女性の人権を含む県

民に身近な7つの人権課題(同

和、女性、子ども、高齢者、障

害者、HIV感染者、外国人）の

学習方法の在り方の研修実

施

・人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、新

しい教材や情報の提供を

図る。

人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、新

しい教材や情報の提供を

図るとともに教員を対象に

した校内研修を充実させ

る。

人権教育セミナーにおい

て、女性の人権をテーマ

とした研修会を開催し、

新しい教材や情報の提

供を図る。

教職員等の男女共

同参画に対する意

識啓発が進む

人権教育課

子どもの発達段階に応じた性

に関する教育の実施

・21年度十代の人工妊娠中絶

実施率：11.5（女子千対）

人工妊娠中絶実施件数：172

件

･高校等で性に関する講

話を実施

健全な心と体を維持する

ための教育を行う。

　・女子高校生ハンド

　　ブック配布

　・出前授業実施

・女子高校生ハンドブック

作成、配布

・出前授業実施

・ 女 子 高

校生ハン

ドブック配

布

・ 出 前 授

業実施

・人工妊娠中絶件

数の減少

・人工妊娠中絶実

施率：全国以下

・15歳未満の人工

妊娠中絶者0人

・義務教育期間中

にすべての児童生

徒が十分な性教育

を受け、安全な行

動選択ができる若

者が増えることに

よって、望まない妊

娠が少なくなり、人

工妊娠中絶件数が

減少する。

・医療機関での術

後の教育等の充実

により、中絶を繰り

返す者がいなくな

る。

健康対策課

教職員等に対す

る男女共同参画

の意識啓発を進

めます。
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を
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る。

子どもの発達段階に応じた性

に関する教育の実施

児童生徒の身体的、生理的発

達が早まっており、性に関する

意識や価値観が多様化すると

ともに、児童生徒を取り巻く家

庭環境や社会環境も大きく変

化している。

スポーツ健康教

育課

性に関する教育用教材の作

成

平成16年度に作成した「いき

いき心と体の性教育」の活用

状況の把握を平成19年度にし

たことを契機に、学校全体で

の「性に関する教育」の実施

状況を継続して把握している。

平成22年度の「性に関する教

育」の指導計画の作成率は、

昨年度の59.0％から66.4％に

伸びるなど、各指標が向上し

た。

スポーツ健康教

育課

性に対する正し

い知識と異性に

対する思いやり

の心を育てま

す。

19

心身の発育・発達

や健康について基

礎的な知識を確実

に身に付けた子ど

も、また性感染症

等の予防などに関

する基礎的な知識

を確実に身に付け

た子ども、生命の

尊重や自己及び他

者の個性を尊重

し、相手を思いやり

望ましい人間関係

を構築することがで

きる子ども、自分の

将来の夢を実現す

るための自己選択

ができる子どもを育

成する。

・「性に関する教

育」の指導計画を

作成している学校

１００％

・「性に関する教

育」の指導内容や

教材などについて

検討する委員会を

設置している学校

１００％

・組織的に「性に関

する教育」の指導

内容や教材を検討

している学校　１０

０％

・実施している性教

育の内容や教材等

について保護者へ

周知している学校

１００％

・子どもの発達段階に応じ

た性教育の実施。

・性教育用教材の作成

○指導者用資料「いきい

き心と体の性教育」（改訂

版）を作成し、県内の公立

学校へ１冊ずつ配付

○「みんなで取り組もう!!

『性に関する教育』」と題し

た指導啓発用リーフレット

を全教職員及び学校医・

学校歯科医・学校薬剤師

に配付

各学校で、学習指導要領

に則り、児童生徒の発達

段階に応じた性に関する

教育を実施する。

学校の教育活動全体で組

織的・効果的に性に関す

る教育を実施できるよう教

育計画に位置付ける学校

を増やす。

児童生徒の意識・行動変

容に結び付く｢性に関する

教育｣の研究普及を図る。

人間関係づくりを基盤とし

た性に関する教育を実施

する。

教職員対象の指導者研

修会等を開催する。

8



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

思春期相談センター「PRINK」

における性に関する相談・啓

発の実施

・電話、面接、メール相談

実施

・電話、面接、メール相談

実施

・高校等への性に関する

リーフレットの配布

・電話、面接、メール相談

実施

・高校等への性に関する

リーフレットの配布
健康対策課

思春期電話相談の実施

・電話相談実施 ・電話相談実施 ・電話相談実施

健康対策課

ピアカウンセラー（思春期の

性や自己決定に関心のある

学生）の養成

・ピアカウンセラーの養成

（19年度まで）

・ピアカウンセラーの養成 ・ピアカウンセラー養成

講座実施

健康対策課

学校行事やPTA

活動などにおい

て男女がともに

子どもにかかわ

PTA活動への男女共同参画

の促進

高知県小中・高等学校PTA連

合会の役員に占める女性の

割合　１９％（36人中7人）

・高知県ＰＴＡ研究大会の

開催

・ＰＴＡ・教育行政研修会

で生活リズム向上に向け

た家庭でのルールづくり

の促進

男女ともにや研修会、学

校行事等のＰＴＡ活動へ

積極的に参加するよう働

きかける。

ＰＴＡ活動など男女がとも

に子どもに関われる取組

を進めます。

・高知県ＰＴＡ研究大会の

実施

・ＰＴＡ教育行政研修会の

実施

（目標率）

①父親を対象とし

たＰＴＡ活動や学校

行事を実施した学

校の割合

　　　１００％

②①の行事等への

父親の参加率

　　　　３０％

③高知県小中高等

学校PTA連合会役

員に占める男女比

ＰＴＡ活動等に男女

が積極的に参画す

る。

生涯学習課

19

・人工妊娠中絶件

数の減少

・人工妊娠中絶実

施率：全国以下

・15歳未満の人工

妊娠中絶者0人

性に対する正し

い知識と異性に

対する思いやり

の心を育てま

す。

・21年度十代の人工妊娠中絶

実施率：11.5（女子千対）

人工妊娠中絶実施件数：172

件

②

学

び

の

場

で

の

男

女

共

同

参

画

の

推

進

(

２

）

さ

ま

ざ

ま

な

場

で

の

意

識

を

変

え

る

１

意

識

を

変

え

る

19

・義務教育期間中

にすべての児童生

徒が十分な性教育

を受け、安全な行

動選択ができる若

者が増えることに

よって、望まない妊

娠が少なくなり、人

工妊娠中絶件数が

減少する。

・医療機関での術

後の教育等の充実

により、中絶を繰り

返す者がいなくな

る。

れる取組を進め

ます。

員に占める男女比

５：５

商工会議所・商工会、農業協

同組合、漁業協同組合など

の団体組織を通じた男女共

同参画についての啓発促進

商工会議所・商工会において

は、商工会女性部・商工会議

所女性部として組織が別立て

となっており、基本的に本体商

工会・商工会議所の役員への

女性の参加は、女性部の会長

のみとなっている。

商工会議所・商工会の各

女性部の活動がより活性

化するよう支援してきた。

小規模事業経営支援事

業等における女性部活動

への支援

経営支援課

商工会議所・商工会、農業協

同組合、漁業協同組合など

の団体組織を通じた男女共

同参画についての啓発促進

・漁業協同組合（沿海地区出

資）の正組合員に占める女性

の割合（7.9％）

・漁協女性部の育成と活

動支援

女性組合員の加入の啓

発に取り組む。

・運営方針決定過

程での女性の参画

の拡大

・女性が意欲を持っ

て地域の水産業発

展のために働くこと

のできる環境づくり

協同組合指導

課、水産政策課

③

職

場

で

の

意

識

啓

発

男女平等の視

点に立った研修

などにより、職

場の意識啓発を

促します。

21

9



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

人権啓発に関する企業リー

ダー養成講座の実施

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、企業において

は、個々の実情や方針に応じ

て、自主的な啓発活動が行わ

れているとされており、（財）高

知県人権啓発センターにおい

て、様々な場面へ講師を派遣

している。

受講者募集はホームペー

ジやリーフレット等による

広報で行い、講師や講義

内容を検討しながら実施

してきた。

所属する企業、団体内外

での人権啓発活動を通じ

て、人権尊重の社会づくり

に寄与する人材を今後も

引き続き養成する。

人権について研修

計画を立案または

自らが講師として

対応できるリー

ダーとなれる人材

を養成。

人権課

企業等への外部講師派遣事

業の実施

（ソーレ）

「出前講座」（各種団体の依頼

に応じ、サポーター講師、ソー

レ職員が講師として、男女共

同参画に関する講座）を実施

（ソーレ）

「出前講座」を実施。平成

22年度は12回開催（326

名参加）

（ソーレ）

「出前講座」の実施

（ソーレ）

「出前講座」の実施

企業等における男

女平等意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

企業等への外部講師派遣事

業の実施

核家族化の進行などにより、

子育てへの不安感、負担感が

増大

■民間企業の従業員や

関係者を対象に、「子育て

出前講座」を実施

＊H22実績　5団体

■民間企業の従業員や

関係者を対象とした「子育

て出前講座」の実施

社会全体で子育て

にやさしい環境づく

り

少子対策課

１．外部相談員の設置

２．職員に対するセクシュ

アルハラスメント防止研修

の実施

・平成16年度～18年度

　セクハラ防止リーダー研

外部相談員制度の周知 ・外部相談員制度・セク 服務関係説明会に

21

男女平等の視

点に立った研修

などにより、職

場の意識啓発を

③

職

場

で

の

意

識

啓

発

１

意

識

を

変

え

る

(

２

）

さ

ま

ざ

ま

な

場

で

の

意

識

を

変

え

る

県職員へのセクシュアル・ハ

ラスメント防止のための研修・

啓発の実施

セクシュアルハラスメント及び

パワーハラスメント防止研修

参加者（２７５名）

セクシュアルハラスメント女性

総括苦情相談員研修参加者

（10名）

　セクハラ防止リーダー研

修

・平成19,20年度

　セクハラ防止相談員研

修

・平成21,22年度

　セクハラ・パワハラ防止

研修

・平成22年度

　セクシュアルハラスメン

ト女性総括苦情相談員研

修

徹底を図ることで、職員が

相談しやすい環境づくりに

努める。

また、セクシュアルハラス

メント防止のための研修

内容について、一層の充

実を図っていく。

シャルハラスメント女性

総括苦情相談員の周知

・女性相談員に対する研

修や管理職員等を対象

に研修を実施するととも

に、内容についても充実

を図っていく。

セクシュアル・ハラ

スメント防止を図る

とともに、職員が相

談しやすい職場環

境づくりを進める。

おいて所属長への

セクシュアルハラス

メント防止の徹底を

年1回以上行う。

年1回以上ハラスメ

ント防止研修を実

施する。

行政管理課

県職員へのセクシュアル・ハ

ラスメント防止のための研修・

啓発の実施

任用３年次教頭研修会に

てセクシャルハラスメント

を含むハラスメント防止に

ついて半日日程の研修を

実施

任用３年次教頭研修会

にてセクシャルハラスメン

トを含むハラスメント防止

について半日日程の研

修を実施し、組織として

防止のための啓発を図

る。

学校を、すべての

職員が、組織の一

員として個々に尊

重されつつ協働し

ていく組織とし、子

どもたちの教育に

あたる。

教育政策課

県職員へのセクシュアル・ハ

ラスメント防止のための研修・

啓発の実施

ハラスメント相談員の指定。

ハラスメント防止対策関

係文書の発出。ハラスメ

ント相談員を指定し、部外

講師を招いて研修会を開

催。

引き続きハラスメント相談

員に対する研修及び全職

員に対する警務課レター

の配付を行う。

ハラスメント相談員

に対する研修及び

全職員に対する警

務課レターの配付

ハラスメントに対す

る意識啓発

警務課

場の意識啓発を

促します。

10



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

仕事と家庭の両立のための

広報・啓発促進

・雇用労働者総数に占める女

性の割合　４８．６％

・男女間の賃金格差（きまって

支給する現金給与額：男性を

１００とした場合の賃金の割

合）　７４．３％

・募集・採用における均等

な取扱いについての事業

主に対する啓発

・男女雇用均等法をふま

えた女性の職域拡大に対

する事業主への啓発

・労働相談の充実

・男女の均等な処遇に向

けた企業の取り組みの奨

励・支援

・企業への男女雇用機会

均等法周知を目的とする

セミナー開催

・国等の助成金制度を企

業へ広報

・ワーク・ライフ・バランス

推進セミナー、啓発パンフ

レットの配布や課のホー

ムページなどを通じた啓

発

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

・女性の雇用の場

が拡大される。

・雇用における男女

平等の待遇が図ら

れる。

雇用労働政策

課

仕事と家庭の両立のための

広報・啓発促進

女性の労働力率が高く、共働

き世帯が多い

■各種広報手段を活用し

仕事と家庭の両立のため

の情報の提供など

・出産・子育て応援サイト

「こうちプレマnet」

・子育て応援情報誌「おお

きくなあれ」

■高知県少子化対策推

進県民会議と連携した取

り組み

■各種広報手段を活用し

た広報・啓発の充実

■高知県少子化対策推

進県民会議と連携した取

り組みの充実

働きながら子育て

しやすい環境づくり

少子対策課

・高知労働局雇用均等室が対 企業への男女雇用機会 企業への男女雇用機会 セミナー開催や訪問によ

男女平等の視

点に立った研修

などにより、職

場の意識啓発を

促します。

③

職

場

で

の

意

識

啓

発

(

２

）

さ

ま

ざ

ま

な

場

で

の

意

識

を

変

え

る

１

意

識

を

変

え

る

21

労働関係法令等の広報・啓

発・周知

・高知労働局雇用均等室が対

応した平成22年度の男女雇用

機会均等法関係の相談件数

233件（うちセクハラ相談149

件）

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的にセミナーを

実施

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的に、労働局

と連携し、セミナーを継続

実施

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

職場における男女

平等のさらなる意

識の啓発を促進す

る。

雇用労働政策

課

④

地

域

で

の

意

識

啓

発

男女が互いに地

域を担えるよう、

地域での意識啓

発を進めます。

こうち男女共同参

画センター「ソー

レ」において、地

域の男女共同参

画社会づくりの中

核を担うリーダー

や、男女共同参画

の視点を持った人

材の育成を図りま

す。

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

【高知県社会貢献活動支援推進

計画の取組の推進】

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

学習機会の提供

内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営

塾、NPO経営研究会、ＮＰＯ実務

講座、ＮＰＯ実務相談、ＮＰＯ

フォーラム、ボランティアガイダン

ス、地域づくり仕掛け人市、ＮＰＯ

会議室貸出

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の実

施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金

の造成

Ｈ２３年3月

（高知県ボランティア・NPOセ

ンター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）

の実施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金

事業を活用したＮＰＯ等の活

動基盤の整備【Ｈ２３年度～

Ｈ２４年度】

（高知県ボランティア・NPOセ

ンター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）

の実施

(新しい公共)

新しい公共支援基金事業を

活用したＮＰＯ等の活動基

盤の環境整備

高知県ボランティア・NPOセ

ンター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再

掲）の実施
第3次計

画

策定

NPO、ボランティア

団体、地域の自治

会、スポーツ団体、

女性活動団体等の

育成

県民生活･男女

共同参画課

22
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

ボランティアセンター事業実施

状況（22年度）

・福祉教育・ボランティア学習

実践講座の開催

４１名参加

・地域連携による福祉教育・ボ

ランティア学習ステップアップ

事業の実施

（指定社協） 香美市社協、土

佐清水社協

・ボランティアコーディネーショ

ン機能強化モデル事業の実

施

（指定社協） 南国市社協

・ボランティアNPO通信「手を

つなごう」の発行

４，０００部発行

・福祉教育推進事業

・養成研修事業

・広報啓発事業

地域のボランティア活動

の活性化に大きな役割を

果たす市町村社協のボラ

ンティアセンター機能強化

を目指す。

・市町村社協のボラン

ティアセンターの機能強

化を図る。

・地域でボランティア学習

の推進役となる人材を育

成。

学校と地域が連携

した学習プログラ

ムを展開し、ボラン

ティアに対する興

味や人と人とのつ

ながりの大切さを

実感できる。

地域ごとにボラン

ティア活動に参加

しやすい体制整

備、環境整備を図

る。

新たなボランティア

層の活動の促進。

地域福祉政策

課

男女共同参画に関する出前

講座や公民館活動を通じた

県民への研修の実施

（ソーレ）

「地域版男女共同参画講座」（地

域住民への男女共同参画の理解

浸透を図るため、地域に出向き

講座を行う。

）「出前講座」（各種団体の依頼に

（ソーレ）

「地域版男女共同参画講

座」を実施。平成22年度

は2回開催（332名参加）

「出前講座」を実施。平成

（ソーレ）

「出前講座」の実施

（ソーレ）

「出前講座」の実施

県民生活･男女

共同参画課、人

権課

男女が互いに地

域を担えるよう、

地域での意識啓

発を進めます。

こうち男女共同

参画センター

「ソーレ」におい

て、地域の男女

④

地

域

で

の

意

識

啓

発

(

２

）

さ

ま

ざ

ま

な

場

で

の

意

識

を

変

え

る

22

１

意

識

を

変

え

る

県民への研修の実施 ）「出前講座」（各種団体の依頼に

応じ、サポーター講師、ソーレ職

員が講師として、男女共同参画

に関する講座）を実施

「出前講座」を実施。平成

22年度は12回開催（326

名参加）

「出前講座」の実施 「出前講座」の実施

権課

公民館等、社会教育施設で

の講座の開設や、住民の地

域活動への参加の推進

各市町村の公民館等で各種

講座・行事を実施

公民館活動の情報収集を

行い、研究大会等で実践

を発表

・高知県公民館研究大会

　参加者：229名

講習会等による意識の啓

発と各種事業の実施によ

る地域活動の推進

・公民館等地域での活動

の情報収集と発信

・高知県公民館研究大会

等研修会の開催

全ての市町村のお

いて各種講座・行

事を実施

男女ともに地域住

民として地域の活

動に積極的に参加

する。

生涯学習課

男女共同参画に関する情報

の提供（広報誌等による啓

発）

未だに残る男女の不平等意

識

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

ソーレを中心に、ソーレ広

報誌（ソーレ・スコープ、メ

ルマガ）、各種講演研修

会の開催。県の広報手段

（広報誌、ラジオ）を活用し

ての周知

こうち男女共同参画セン

ターを拠点として、広報誌

作成や講演、研修会の開

催等啓発事業の他、図書

等利用ＰＲ事業を実施。

県広報誌などによる周

知。

ソーレを拠点とした広報

活動、県広報誌などによ

る広報活動

県民意識

調査

対前年程度の広報

事業量の確保

男女共同参画平等

意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

て、地域の男女

共同参画社会づ

くりの中核を担う

リーダーや、男

女共同参画の

視点を持った人

材の育成を図り

ます。

12



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

市町村が行う男女共同参画

への意識啓発に対する支援

市町村によって、取組内容や

推進に温度差がある。

平成21年度より、男女共

同参画地域サポート事業

により、市町村が主体的

に行う啓発事業をサポー

ト。

男女共同参画地域サポー

ト事業により、市町村が主

体的に行う啓発事業をサ

ポート。

男女共同参画地域サ

ポート事業

各市町村が、単独

で啓発事業を実施

各市町村が、単独

で啓発事業を実施

できる体制づくり

県民生活･男女

共同参画課

市町村人権啓発担当者研修

の実施【再掲】

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、国及び地方公

共団体は、研修等を通じて、

人権教育・啓発の担当者の育

成を図ることが重要とされてい

る。

市町村人権啓発担当者を

対象とした、啓発手法の

修得、啓発企画力の向

上、担当者間のネットワー

クの形成を図るため県内

３ブロックで研修会を実

施。

市町村担当者全員の出

席となっていない。ネット

ワーク作りなど連携を図

るためにも、全市町村の

参加を促す。

全市町村の参加に

より、ネットワーク

の形成を目指す。

人権課

企業等への外部講師派遣事

業の実施【再掲】

（ソーレ）

「出前講座」（各種団体の依頼

に応じ、サポーター講師、ソー

レ職員が講師として、男女共

同参画に関する講座）を実施

（ソーレ）

「出前講座」を実施。平成

22年度は12回開催（326

名参加）

（ソーレ）

「出前講座」の実施

（ソーレ）

「出前講座」の実施

企業等における男

女平等意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

企業等への外部講師派遣事

業の実施【再掲】

核家族化の進行などにより、

子育てへの不安感、負担感が

増大

■民間企業の従業員や

関係者を対象に、「子育て

出前講座」を実施

＊H22実績　5団体

■民間企業の従業員や

関係者を対象とした「子育

て出前講座」の実施

社会全体で子育て

にやさしい環境づく

り

少子対策課

男女が互いに地

域を担えるよう、

地域での意識啓

発を進めます。

こうち男女共同

参画センター

④

地

域

で

の

意

識

啓

発

(

２

）

さ

ま

ざ

ま

な

場

で

の

意

識

を

変

え

る

１

意

識

を

変

え

る

企業等への外部講師派遣事

業の実施【再掲】

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、企業において

は、個々の実情や方針に応じ

て、自主的な啓発活動が行わ

れているとされており、（財）高

知県人権啓発センターにおい

て、様々な場面へ講師を派遣

している。

企業・民間団体研修や一

般県民が対象となる研修

に登録講師や外部講師

の派遣を実施。

今後も幅広い人権に関す

る研修需要に対応できる

よう講師を予め確保・登録

し、必要に応じて派遣を

行っていく必要がある。

幅広い人権に関す

る研修需要に対応

できる講師を確保・

登録し、派遣を行

う。

人権課

人権（女性）に関する講座・研

修会開催支援

「人権教育・啓発推進法第９

条」により、人権啓発に係る財

政的支援が国よりなされてい

る（国費委託事）

人権尊重思想の普及啓

発を図り、基本的人権の

擁護に資するため、住民

を対象とする講演会や研

修会などの啓発活動を市

町村に委託した。

引き続き実行していく。

事業実施により、

人権尊重の社会づ

くりや、自主的な人

権意識の高揚を目

指す。

人権課

人権（女性）に関する講座・研

修会開催支援

人権教育推進講座支援事業

を実施するとともに、市町村等

の要請に応じ、研修会に講師

を派遣している。

人権教育推進講座支援

事業を実施するとともに、

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し

た。

市町村等の要請に応じ、

研修会に講師を派遣し、

男女共同参画に向けての

学習を支援する。

人権教育推進講座支援

事業を活用し、固定観念

や当たり前のおかしさに

気づく研修会や、家庭生

活の中のバイアスに気づ

くことができるような研修

会を実施する。

自分が持つ固定観

念や家庭の中の課

題を改善しようとす

る意識や、個人の

尊厳と男女平等の

意識が高まる。

人権教育課

女性のチャレンジ・エンパ

ワーメント支援

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

参画センター

「ソーレ」におい

て、地域の男女

共同参画社会づ

くりの中核を担う

リーダーや、男

女共同参画の

視点を持った人

材の育成を図り

ます。

22

13



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

女性リーダーの養成【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

22

県の審議会等の委員への女

性の参画促進

県の審議会の委員の男女構

成　34.0％(H22.5.1)

・女性人材リストの各課室

への情報提供

・高知県男女共同参画推

進本部会などでの協力要

請

・女性人材リストの各課室

への情報提供

・高知県男女共同参画推

進本部会などでの協力要

請

・女性人材リストの各課

室への情報提供

・高知県男女共同参画推

進本部会などでの協力

要請

女性人材リストの

各課室への情報提

供や各種働きかけ

により女性０名の

審議会をゼロに。

県の審議会等の委

員の男女構成を均

衡にすることによ

り、女性の視点を

活かした政策の実

現

県民生活･男女

共同参画課ほ

か審議会等設

置所属

人材リストの整備と活用促進

県の審議会の委員の男女構

成　34.0％(H22.5.1)

・女性人材リストの各課室

への情報提供

・女性人材リストの各課室

への情報提供

・女性人材リストの各課

室への情報提供

女性人材リストの

各課室への情報提

供や各種働きかけ

により女性０名の

審議会をゼロに。

県の審議会等の委

員の男女構成を均

衡にすることによ

り、女性の視点を

活かした政策の実

現

県民生活･男女

共同参画課

女性リーダーの育成【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

県職員（知事部局）に占める

女性の割合

県の審議会等

の委員への女

性の参画を積極

的に進めます。

24

①

行

政

へ

の

女

性

の

参

画

の

促

進

(

1

)

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

の

拡

大

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

女性県職員の登用、活用の

推進

女性の割合

　　女性職員数　９６７人／職

員数　３，４１３人＝２８．３％

　県職員（知事部局）の管理職

員に占める女性の割合

　　女性管理職員数　１９人／

管理職員数　２５０人＝７．

６％

   (H23.4.1)

・女性県職員の登用、活

用の推進

県職員の採用や管理職

員への登用について各人

の能力や実績に応じ、均

等な機会を提供する。

「男女共同参画プラン」に

基づき男女共同参画を

推進する。

人事課、総務福

利課

女性県職員の登用、活用の

推進

幹部への公正な登用を行って

いる。

女性の職域を拡大すると

ともに、公正な昇任試験

制度により男女の別なく

幹部に登用している。

引き続き女性に適性があ

ると認められるポストへの

配置に努め、公正な昇任

試験制度により男女の別

なく幹部に登用していく。

公正な昇任試験制

度により男女の別

なく幹部に登用す

る。

警務課

学校現場における女性教職

員の登用促進

・公立小学校教職員管理職に

占める女性の割合　（２６．

３％）

・公立中学校教職員管理職に

占める女性の割合　（７．０％）

・公立高等学校教職員管理職

に占める女性の割合　（１３．

１％）

ふさわしい人材の育成と

人材発掘及び登用審査

への応募の促進

人事評価制度の活用や

学校長の人材マネジメン

ト力が発揮されるよう制度

の見直し及び研修の実施

人事評価制度の活用に

よる人材育成と人材発掘

学校組織マネジメント研

修による各ステージで求

められる知識獲得、マネ

ジメント能力の育成

学校組織マネジメ

ント研修

　・年次研修

　・指導教諭研修

　・主幹教諭研修

　・教頭研修

　・校長研修

　・学校事務職員

研修

教育環境として、ま

た生活環境として

の学校が職員や管

理職の男女構成が

適正な状況であり、

児童生徒に男女の

平等意識が育まれ

ること。

教育政策課

25

女性県職員の

登用や活用を一

層進めます。

14



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

男女共同参画の取組に関す

る広報、啓発、情報の提供

未だに残る男女の不平等意

識

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　５３％

　職場生活　４６．３％

　しきたり・慣習等　７０．７％

ソーレを中心に、ソーレ広

報誌（ソーレ・スコープ、メ

ルマガ）、各種講演研修

会の開催。県の広報手段

（広報誌、ラジオ）を活用し

ての周知

こうち男女共同参画セン

ターを拠点として、広報誌

作成や講演、研修会の開

催等啓発事業の他、図書

等利用ＰＲ事業を実施。

県広報誌などによる周

知。

ソーレを拠点とした広報

活動、県広報誌などによ

る広報活動

県民意識

調査

対前年程度の広報

事業量の確保

男女共同参画平等

意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

市町村人権啓発・人権教育

担当研修の実施【実施】

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、国及び地方公

共団体は、研修等を通じて、

人権教育・啓発の担当者の育

成を図ることが重要とされてい

る。

市町村人権啓発担当者を

対象とした、啓発手法の

修得、啓発企画力の向

上、担当者間のネットワー

クの形成を図るため県内

３ブロックで研修会を実

施。

市町村担当者全員の出

席となっていない。ネット

ワーク作りなど連携を図

るためにも、全市町村の

参加を促す。

全市町村の参加に

より、ネットワーク

の形成を目指す。

人権課

市町村人権啓発・人権教育

担当研修の実施【実施】

男女共同参画に関する理解

の促進及び指導者の育成が

十分ではない。

人権のまちづくりのため

のファシリテーター(議論

の調整・進行役）養成講

座事業及び人権教育推

進講座支援事業におい

て、リーダー養成を図って

きた。

社会教育における人権教

育についての研修を充実

させていくことにより、男

女共同参画に関する理解

の促進及び指導的役割を

果たすことができる人材を

育成する。

人権教育推進講座支援

事業を活用し、効果的な

研修方法や研修内容の

設定の仕方などについて

指導するとともに、研修

会の実施をサポートする

ことを通して参加者の理

解を広げ、指導者の育成

を図る。

各市町村におい

て、市町村事業担

当者による主体的

な研修が行われ

る。

人権教育課

「こうち人づくり広域連

市町村における

政策・方針決定

過程への女性

の参画が進むよ

う支援します。

25

①

行
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策

・
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場

を
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ろ

げ

る

市町村の女性管理職への登

用促進

・市町村の審議会の委員の男

女構成　２２．２％

・市町村議会に占める女性議

員の割合　（１０．９％）

・市町村職員に占める女性の

割合　３１．６％

・市町村職員の管理職に占め

る女性の割合　１２．４％

・　「こうち人づくり広域連

合」における男女共同参

画関係の研修の実施

【Ｈ１６～２２実績】

①セクシュアルハラスメン

ト研修（階層別基本研修、

新採用職員研修の中で実

施）のべ５，９４６人

②女性リーダー関係研修

のべ１６４人

③意識改革関係研修

のべ２２８人（市町村振興

課）

男女共同参画に関する研

修に、より多くの市町村職

員が参加できるよう今後

も協力していく。

「こうち人づくり広域連

合」で実施される男女共

同参画関係の研修等に

協力していく。

(参考）

Ｈ２２研修受講実績

①セクシャルハラスメント

研修（階層別基本研修、

新採用職員研修の中で

実施）　９１４名

②女性リーダー関係研

修　３０名

③意識改革関係研修　４

８名

受講者計　９９２名

できるだけ多くの

市町村職員が男女

共同参画関係の研

修を受講する。

※目標数　９９２人

（Ｈ２２受講者計）

×５年＝約４，９６

０人（参考：Ｈ２２．

４．１現在の市町村

職員数　９，４４５

人）

全ての市町村職員

が、研修等を通じて

男女共同参画に関

する正しい知識を

持ち、自ら考え行

動することができ

る。

市町村振興課

市町村の審議会等委員への

女性の参画促進

市町村の審議会等委員に占

める女性委員の割合　23.3％

市町村の審議会等委員

への女性の参画促進のた

めに指導、周知を行う。

市町村の審議会等委員

への女性の参画促進のた

めに指導、周知を行う。

市町村の審議会等委員

への女性の参画促進の

ために指導、周知を行

う。

市町村の審議会等

委員に占める女性

委員の割合の向上

県民生活･男女

共同参画課
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

商工会議所女性会・商工会

女性部の育成と活動支援

商工会議所・商工会において

は、商工会女性部・商工会議

所女性部として組織が別立て

となっており、基本的に本体商

工会・商工会議所の役員への

女性の参加は、女性部の会長

のみとなっている。

商工会議所・商工会の各

女性部の活動がより活性

化するよう支援していく。

小規模事業経営支援事

業等における女性部活動

への支援

経営支援課

農業協同組合女性部の育成

と活動支援

・農業協同組合の正組合員に

しめる女性の割合　28.6％

・農業協同組合の役員にしめ

る女性の割合　15農協18人

ＪＡ大会で定められた目

標値である「女性理事の

割合を1農協あたり最低

限２名」「正組合員に占め

る女性の割合を３５％以

上」「総代における女性の

割合を２０％以上」にする

取り組みが進められてい

るかどうかなどについて

指導した。

女性のJA運営への参画

に関する数値目標の実現

について達成目標年次を

示して指導していく。

H24秋の

高知県JA

大会で目

標値の再

検討

・女性役員の割合

を１農協あたり２名

以上

・正組合員に占め

る女性の割合が

35％以上

・総代に占める女

性の割合が20％以

上

農業経営において

大きな役割を担っ

ている女性が積極

的に農協経営に参

画することにより、

より組合員の生活

と営農に資する農

協となることを目指

す。

・農協において、中

核的な組合員組織

である女性部への

加入促進を図り、

活動を活性化させ

ることで、農協の事

業・組織基盤強化

へとつなげていく。

協同組合指導課

漁業協同組合女性部の育成

と活動支援

・漁業協同組合（沿海地区出

資）の正組合員に占める女性

・漁協女性部の育成と活

動支援

女性組合員の加入の啓

発に取り組む。

・運営方針決定過

程での女性の参画

・女性が意欲を持っ

て地域の水産業発

展のために働くこと

水産政策課

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

27

各種の団体や

組織に、女性の

一層の参画、登

用を促します。
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と活動支援

資）の正組合員に占める女性

の割合（7.9％）

動支援 発に取り組む。

程での女性の参画

の拡大

展のために働くこと

のできる環境づくり

水産政策課

各組織に対する広報啓発、情

報提供

女性部が様々な活動を行って

いながら、その取り組みがJA

内外で正しい評価をうけてい

ないという現状がみられる。

JAグループが策定した、

女性部の活性化方策と農

協の支援策を一体化した

「JA女性部活性化プラン」

の取り組みについて、支

援していく。

JAグループが策定した、

女性部の活性化方策と

農協の支援策を一体化

した「JA女性部活性化プ

ラン」の取り組みについ

て、支援していく。

協同組合指導

課

各組織に対する広報啓発、情

報提供

女性農業委員数：28人

農山漁村における男女共

同参画の推進に関する施

策や県内の取組状況等

の情報提供を行ってき

た。

農山漁村における男女共

同参画の推進に関する施

策、県内の取組状況等の

情報提供

農業委員会ごとに

女性を複数選出

環境農業推進

課

各組織に対する広報啓発、情

報提供

・漁業協同組合（沿海地区出

資）の正組合員に占める女性

の割合（7.9％）

・漁協女性部の育成と活

動支援

女性組合員の加入の啓

発に取り組む。

・運営方針決定過

程での女性の参画

の拡大

・女性が意欲を持っ

て地域の水産業発

展のために働くこと

のできる環境づくり

水産政策課

用を促します。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

農村におけるリーダー養成研

修等各種研修会の開催

研修会の開催等

農村女性リーダーの活動

支援及び新たなリーダー

候補者の育成を行った。

農村女性リーダーの活動

支援及び新たなリーダー

候補者の育成

農業経営や農家生

活の向上に向け、

地域での活動に意

欲を持って取り組

んでいる女性農業

者の育成

環境農業推進

課

女性による地域防災活動の

育成と支援

消防団員数に占める女性の

割合　２．９％

（平成２３年５月１日現在）

消防団員定数確保対策

（女性消防団員の入団促

進）

・消防団を充実強化し、地

域の安全確保という消防

団の役割を果たし地域の

総合的防災力の向上を図

るため地域に密着して生

活し、地域コミュニティの

結びつきを持っている女

性消防団員の増加を図っ

た。

女性消防団員の入団促

進

・各消防団に対する女性

消防団員の入団促進の

取り組み。

女性消防団員の入団促

進

・消防団員定数確保対策

の中で、女性消防団員の

活動事例などを紹介し、

女性の入団促進を図る。

女性消防団員の入

団促進

・各消防団で女性

消防団員の役割の

認識が確認され、

ほとんどの消防団

に女性が入団する

・女性消防団員数

の増加

消防政策課

女性リーダーの育成【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

各種の団体や

組織に、女性の

一層の参画、登

用を促します。
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仕事と家庭の両立のための

広報・啓発促進【再掲】

・雇用労働者総数に占める女

性の割合　４８．６％

・男女間の賃金格差（きまって

支給する現金給与額：男性を

１００とした場合の賃金の割

合）　７４．３％

・募集・採用における均等

な取扱いについての事業

主に対する啓発

・男女雇用均等法をふま

えた女性の職域拡大に対

する事業主への啓発

・労働相談の充実

・男女の均等な処遇に向

けた企業の取り組みの奨

励・支援

・企業への男女雇用機会

均等法周知を目的とする

セミナー開催

・国等の助成金制度を企

業へ広報

・ワーク・ライフ・バランス

推進セミナー、啓発パンフ

レットの配布や課のホー

ムページなどを通じた啓

発

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

・女性の雇用の場

が拡大される。

・雇用における男女

平等の待遇が図ら

れる。

雇用労働政策

課

労働関係法令等の広報・啓

発・周知【再掲】

・高知労働局雇用均等室が対

応した平成22年度の男女雇用

機会均等法関係の相談件数

233件（うちセクハラ相談149

件）

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的にセミナーを

実施

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的に、労働局

と連携し、セミナーを継続

実施

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

職場における男女

平等のさらなる意

識の啓発を促進す

る。

雇用労働政策

課

職域拡大を促進

し、働く意思のあ

る者の雇用の場

をひろげます。

男女の平等な待

遇を促します。

30

（

2

）

働

く

場

を

ひ

ろ

げ

る

①

職

場

に

お

け

る

男

女

の

均

等

な

雇

用

機

会

と

待

遇

の

確

保
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

男女の平等な待

遇を促します。

人権啓発に関する企業リー

ダー養成講座の実施【再掲】

「人権教育・啓発に関する基

本計画」では、企業において

は、個々の実情や方針に応じ

て、自主的な啓発活動が行わ

れているとされており、（財）高

知県人権啓発センターにおい

て、様々な場面へ講師を派遣

している。

企業・民間団体研修や一

般県民が対象となる研修

に登録講師や外部講師

の派遣を実施。

今後も幅広い人権に関す

る研修需要に対応できる

よう講師を予め確保・登録

し、必要に応じて派遣を

行っていく必要がある。

人権について研修

計画を立案または

自らが講師として

対応できるリー

ダーとなれる人材

を養成。

人権課 30

就業支援センター（ジョブカ

フェ）事業の充実

・H23.3月末の新規高卒者の

就職内定率91％.。

・新規大卒者の就職内定率は

86.3％。

・若年者のH23.3月末有効求

人倍率0.42

若年者の求職者数89,191人で

厳しい状況にある

・しごと体験枠の拡充

・キャリアカウンセラーの

増員

・本部及び幡多サテライト

に広報員を配置

・新規学卒者（卒後3年以

内）への支援

・第一次産業、介護・福祉

分野への就業促進

・本部及び幡多サテライト

に広報員を配置

ジョブカフェ利用者

の就職者数800人

雇用労働政策

課

産業人材の育成（地域産業

担い手人材育成）事業の実施

（H23.3月末）

・実施校　１７校

・参加生徒数　631人

・高校生の県内就職率

57.6％

・専門科目を有する高校

を対象に、企業実習や技

術指導などを行う

・高校生の事業への参加

の継続支援

・学校と企業との連携強

化

県内就職率　：６

０％

雇用労働政策

課

若手人材の産業振興の取り 産業振興計画への理解と 引き続き、異業種交流＆ 異業種交流＆研修会等 産業振興への理解 産業振興への理解 計画推進課

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

（

2

）

働

く

場

を

ひ

ろ

げ

る

31

若年者（女性・

男性）の就労を

支援します。

県内企業との連

携協力を推進し

地域産業の担い

手となる人材の

育成を支援しま

す。

・ジョブカフェの機能強化

・地域産業担い手人材育成事業の充実

若手人材の育成事業の実施

（産業団体、金融機関、企

業、行政事業者など）

組みへの参画が進んでいな

い。

産業振興の取り組みへの

参画意欲を高めるため、

異業種交流＆研修会を開

催（平成２２年度：５回、の

べ３２３名が参加）

研修会を開催する等、産

業振興への理解と参画意

欲を高める取り組みを進

める。

の開催 と参画意欲のある

若手人材（異業種

交流＆研修会の参

加者）：８００名

と参画意欲のある

若手人材が地域産

業を創造・リード

職業能力開発訓練の充実

・母子家庭等就業・自立セン

ター登録者数

H22　213名（うち職業訓練等

受講者数54名）

・マザーズサロン高知の新規

求職者数

H22　1,141件

・長期失業状態にある母

子家庭の母等の職業的

自立の促進（訓練手当の

支給）

・託児サービス付職業訓

練の実施

・公共職業安定所との連

携

・求職者支援制度との調

整

就職率：65％

雇用労働政策

課

女性のチャレンジ・エンパ

ワーメント支援【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

女性の職業能

力を高め、ひろ

げるよう、能力

開発を支援しま

す。

31

②

能

力

開

発

と

就

業

の

支

援

・職業訓練の充実

18



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

女性の職業能

力を高め、ひろ

げるよう、能力

開発を支援しま

す。

人材の育成（地域産業の担い

手、起業支援）

地域産業を創造・リードする人

材が不足している。

地域産業を創造・リードで

きる事業者及び支援者を

育成するための研修を開

催

①（事業者育成、ビジネス

実践研修）目指せ！弥太

郎　商人塾（平成２２年

度：基礎編のべ１，０７２

名、応用実践編１８事業

者が受講）

②（事業者育成、ビジネス

実践研修）土佐経営塾

（平成２２年度：本山町、

土佐市の２０名が受講）

③（支援者育成、コーディ

ネーター研修）こうち地域

産業振興人材育成塾（平

成２２年度：１６名が受講）

引き続き、地域産業を創

造リードできる事業者や

支援者を育成する研修や

教育を産学官が連携して

実施

目指せ！弥太郎商人塾

等の研修や教育を実施

地域産業を創造・

リードする事業者：

１００名、支援者：１

００名

ビジネスの実践力

を身に付けた事業

者とコーディネー

タースキルを身に

付けた支援者が相

互に連携し、地域

産業を創造・リード

計画推進課

31

労働関係法令等の広報・啓

発・周知【再掲】

・高知労働局雇用均等室が対

応した平成22年度の男女雇用

機会均等法関係の相談件数

233件（うちセクハラ相談149

件）

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的にセミナーを

実施

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的に、労働局

と連携し、セミナーを継続

実施

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

職場における男女

平等のさらなる意

識の啓発を促進す

る。

雇用労働政策

課

テレワークによる就労機会づ

くりと地域の人材・事業者の

平成２２・２３年度の「地域版ア

ウトソーシング」への参加登録

団体数は１７団体。平成２３年

「地域版アウトソーシン

グ」参加事業者として登録

された団体・事業者に県

業務を発注。また、登録

今後も引き続き、就労機

会の創出、社会参画意欲

の向上、公共の担い手創

出を目的として、地域版ア

地域版アウトソーシング

事業の実施と登録団体

へのヒヤリング等による

ITスキルやテレ

ワークを活用した

就労機会が創出さ

れる。また、地域の

地域づくり支援

課

多様な働き方が

できる就業の場

をひろげます。

32

（

2

）

働

く

場

を

ひ

ろ

げ

る

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

②

能

力

開

発

と

就

業

の

支

援

地域づくりに関連する講座の実施、人材

くりと地域の人材・事業者の

育成

団体数は１７団体。平成２３年

度の県業務の発注予算額は

11,152千円

業務を発注。また、登録

団体等の人材育成を目的

とした講座を開催。

出を目的として、地域版ア

ウトソーシング事業を継続

する。

へのヒヤリング等による

フォローアップの実施

れる。また、地域の

公共を担う人材が

育成される。

課

家族労働におけ

る就業条件や環

境を整えます。

家族経営協定締結の促進

家族経営協定締結農家数：

613戸

農業者を対象とした家族

経営協定に関する学習会

の開催、締結希望農家へ

の支援を行ってきた。

認定農業者等の意欲ある

農家を対象とした家族経

営協定締結支援

750戸

（H23目標）

農業経営における

パートナーシップの

確立

環境農業推進

課

32

商工団体等（商工会議所・商

工会、農業協同組合、漁業協

同組合）の女性組織の育成と

経営への参加促進

商工会議所・商工会において

は、商工会女性部・商工会議

所女性部として組織が別立て

となっており、基本的に本体商

工会・商工会議所の役員への

女性の参加は、女性部の会長

のみとなっている。

商工会議所・商工会の各

女性部の活動がより活性

化するよう支援していく。

小規模事業経営支援事

業等における女性部活動

への支援

経営支援課

商工団体等（商工会議所・商

工会、農業協同組合、漁業協

同組合）の女性組織の育成と

経営への参加促進

役員への女性参画目標や役

員の女性枠が未設置の農協

がある。

ＪＡ大会で定められた目

標値である「女性理事の

割合を1農協あたり最低

限２名」に向けて各農協で

の取り組みが進められて

いるかどうかなどについ

て、指導を継続していく。

ＪＡ大会で定められた目

標値である「女性理事の

割合を1農協あたり最低

限２名」に向けて各農協

での取り組みが進められ

ているかどうかなどにつ

いて、指導を継続してい

く。

協同組合指導

課

商工団体等（商工会議所・商

工会、農業協同組合、漁業協

同組合）の女性組織の育成と

経営への参加促進

・漁業協同組合（沿海地区出

資）の正組合員に占める女性

の割合（7.9％）

・漁協女性部の育成と活

動支援

女性組合員の加入の啓

発に取り組む。

・運営方針決定過

程での女性の参画

の拡大

・女性が意欲を持っ

て地域の水産業発

展のために働くこと

のできる環境づくり

水産政策課

③

農

林

水

産

業

・

商

工

業

等

、

自

営

業

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

33

女性の経済的

地位の向上と経

営への参画を進

めます。

地域づくりに関連する講座の実施、人材

ネットワークの構築を図る

19



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

女性農業者の経営参画等の

ための研修

研修会の開催等

経営や栽培技術に関する

研修会の開催、個別支援

を行ってきた。

男女共同参画のための意

識の醸成・啓発を行うた

めの講座・研修会の開

催、事例集の作成

農業経営や農家生

活の向上に向け、

地域での活動に意

欲を持って取り組

んでいる女性農業

者の育成

環境農業推進

課

農村女性リーダーの育成

農村女性リーダー認定者数：

288人

県農村女性リーダーで組

織するネットワークが実施

する男女共同参画研修

会、学習会の開催、会報

誌の発行等を委託を含め

実施した。

男女共同参画のための意

識の醸成・啓発を行うた

めの講座・研修会の開

催、事例集の作成

350人

（H23目標）

農業経営や農家生

活の向上に向け、

地域での活動に意

欲を持って取り組

んでいる女性農業

者の育成

環境農業推進

課

創業支援のための融資制度

中小企業制度融資貸付事業

費（Ｈ20．4月より創業等支援

融資に名称変更）

制度の周知に努め、利用

の促進を図ってきた。

創業の資金面からの支援

（高知県信用保証協会に

支払う保証料の一部を補

給する）

経営支援課

女性起業家の育成支援

管理的職業従事者に占める

女性の割合　13.8%(H17年調

査値）

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

33

（

2

）

働

く

場

を

ひ

ろ

げ

る

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

女性の経済的

地位の向上と経

営への参画を進

めます。

③

農

林

水

産

業

・

商

工

業

等

、

自

営

業

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

女性起業家の育成支援

農村女性による起業活動数：

58件

女性農業者が行う農産物

加工、直接販売、農家レ

ストラン等の活動支援を

行ってきた。

女性農業者が行う農産物

の加工、直接販売等の活

動支援

女性が主たる農業

経営を担う経営体

の育成

環境農業推進

課

農村女性グループ、林業女

性グループ、漁業女性グルー

プの自主研修や交流活動の

支援

水産物の加工販売に取り組む

漁村女性グループに、経営的

な感覚が乏しく、女性が経済

的に自立できるだけの取り組

みには発展していない。また、

グループ構成員の高齢化や

固定化が進んでいる。

・漁業女性グループの自

主研修や交流活動の支

援

・経営感覚を伴った持続

的な取り組みとなるよう、

専門家の派遣、講習会の

開催等による継続的な助

言・指導を行う。

専門家の派遣等による

助言・指導

各グループへの経

営的視点の導入

・経営感覚を伴った

持続的な取組の定

着

・漁獲物の付加価

値向上と、漁村女

性の地位向上に資

する取組に成長

漁業振興課、合

併・流通支援課

農村女性グループ、林業女

性グループ、漁業女性グルー

プの自主研修や交流活動の

支援

・地域の各種イベントに参加

し、林産物などを販売し地域と

交流

・イベントに参加し地域と

交流

・先進地視察研修

・現状維持

森づくり推進課

農村女性グループ、林業女

性グループ、漁業女性グルー

プの自主研修や交流活動の

支援

農漁村女性グループ研究会

会員数：518人

女性農業者組織が自主

的に行う学習会や交流会

等の開催支援を行ってき

た。

女性農業者組織が自主

的に行う学習会、交流会

等の開催支援

地産地消の推進、

食文化の伝承等の

情報発信

環境農業推進

課

めます。

20



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

女性のチャレンジ・エンパ

ワーメント支援【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

人材の育成（地域産業の担い

手、起業支援）

地域産業を創造・リードする人

材が不足している。

地域産業を創造・リードで

きる事業者及び支援者を

育成するための研修を開

催

①（事業者育成、ビジネス

実践研修）目指せ！弥太

郎　商人塾（平成２２年

度：基礎編のべ１，０７２

名、応用実践編１８事業

者が受講）

②（事業者育成、ビジネス

実践研修）土佐経営塾

（平成２２年度：本山町、

土佐市の２０名が受講）

③（支援者育成、コーディ

ネーター研修）こうち地域

産業振興人材育成塾（平

成２２年度：１６名が受講）

引き続き、地域産業を創

造リードできる事業者や

支援者を育成する研修や

教育を産学官が連携して

実施

目指せ！弥太郎商人塾

等の研修や教育を実施

地域産業を創造・

リードする事業者：

１００名、支援者：１

００名

ビジネスの実践力

を身に付けた事業

者とコーディネー

タースキルを身に

付けた支援者が相

互に連携し、地域

産業を創造・リード

計画推進課

③

農

林

水

産

業

・

商

工

業

等

、

自

営

業

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

女性の経済的

地位の向上と経

営への参画を進

めます。

（
①

（

2

）

働

く

場

を

ひ

ろ

げ

る

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

33

市町村における男女共同参

画計画状況の把握及び市町

村との情報交換

・平成22年度末、34市町村

中、17市町村において計画策

定（５０．０％）

市町村における男女共同

参画計画状況の把握及

び市町村との情報交換

市町村における男女共同

参画計画状況の把握及

び市町村との情報交換を

行う。

・市町村における男女共

同参画計画状況の把握

・市町村との情報交換

5年間の間に6町村

において計画策定

計画策定市町村率

67.6%

(23市町村／34）

県民生活･男女

共同参画課

市町村が行う男女共同参画

の取組の支援

市町村によって、取組内容や

推進に温度差がある。

平成21年度より、男女共

同参画地域サポート事業

により、市町村が主体的

に行う男女共同参画に関

する事業をサポート。

男女共同参画地域サポー

ト事業により、市町村が主

体的に行う男女共同参画

に関する事業をサポート。

男女共同参画地域サ

ポート事業

各市町村が、単独

で男女共同参画に

関する取組を実施

各市町村が、男女

共同参画に関する

取組を実施できる

体制づくり

県民生活･男女

共同参画課

NPOやボランティア活動に関

する情報の提供（ピッピネット

/広報誌など）

啓発リーフレット、ガイドブック

の配布ほか、ピッピネットや月

に1度のメールで情報提供して

いる。

ＮＰＯの啓発リーフレット、

ガイドブック等の配布など

による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフレット、

ガイドブック等の配布など

による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフレッ

ト、ガイドブック等の配布

などによる広報啓発

ＮＰＯ活動基盤整

備、ＮＰＯ相互交流

の促進

県民生活･男女

共同参画課

（

３

）

地

域

・

防

災

分

野

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

①

地

域

活

動

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

35

・市町村との連

携のもと、PTA、

自治会、商工

会、まちづくり推

進協議会など地

域における多様

な意思・方針決

定過程への男

女の参画状況

の把握に努める

とともに、男女共

同参画促進のた

めの啓発を行い

ます。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

NPOやボランティア活動に関

する情報の提供（ピッピネット

/広報誌など）

・バーチャルボランティアセン

ター事業

　平成22年度　登録団体数

588団体

・サーバー更新

・HPのリニューアル（H22.

１月）

・HPの管理運営

・新規登録団体の開拓

・広報グッズの作成（H22）

・広報グッズ活用等による

ピッピネットの周知

・新規登録団体の開拓

・アンケートの実施

・利用者ニーズに対応し

た持続性のあるシステム

の運営

・630団体

・ピッピネットの周知及び

内容の充実

　こうちボランティ

ア・ＮＰＯ通信｢てを

つなごう｣やマスメ

ディアの広報媒体

などをとおして、

ピッピネットの知名

度の向上を図り、

より多くの県民に

活用していただくと

ともに、ユーザーの

ニーズに応じた情

報提供の工夫に努

める。

団体情報におけ

る、情報発信の質

の向上を行いなが

ら、登録団体の拡

充をめざす。

【指標】（２３年度ま

で）

・登録団体数　630

団体（172増※H20

年度末　458団体

地域福祉政策

課

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

【再掲】

【高知県社会貢献活動支援推進計画

の取組の推進】

（高知県ボランティア・NPOセンター）

学習機会の提供

内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、

NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、Ｎ

ＰＯ実務相談、ＮＰＯフォーラム、ボラ

ンティアガイダンス、地域づくり仕掛け

人市、ＮＰＯ会議室貸出

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金の造

成

Ｈ２３年3月

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金事業

を活用したＮＰＯ等の活動基盤

の整備【Ｈ２３年度～Ｈ２４年度】

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

(新しい公共)

新しい公共支援基金事業を活

用したＮＰＯ等の活動基盤の環

境整備

高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

第3次計

画

策定

NPO、ボランティア

団体、地域の自治

会、スポーツ団体、

女性活動団体等の

育成

県民生活･男女

共同参画課

35

・市町村が行う

男女共同参画

の取組を支援

します。

・防犯活動、高

齢者の見守り

活動、子育て

支援活動など

の地域活動へ

の男女の参画

が進むよう、情

報提供や意識

啓発を行いま

す。

・ボランティア

活動、NPO等

への参加促進

のため、情報

提供、相談活

動などを通じ

た環境整備を

進めます。

・NPOやボラン

ティア等の育

成・支援を行

います。

・市町村とNPO

との協働を支

援します。

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

①

地

域

活

動

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

（

３

）

地

域

・

防

災

分

野

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

人市、ＮＰＯ会議室貸出

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の実施

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

育成

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

【再掲】

ボランティアセンター事業実施

状況（22年度）

・福祉教育・ボランティア学習

実践講座の開催

４１名参加

・地域連携による福祉教育・ボ

ランティア学習ステップアップ

事業の実施

（指定社協） 香美市社協、土

佐清水社協

・ボランティアコーディネーショ

ン機能強化モデル事業の実

施

（指定社協） 南国市社協

・ボランティアNPO通信「手を

つなごう」の発行

４，０００部発行

・福祉教育推進事業

・養成研修事業

・広報啓発事業

地域のボランティア活動

の活性化に大きな役割を

果たす市町村社協のボラ

ンティアセンター機能強化

を目指す。

・市町村社協のボラン

ティアセンターの機能強

化を図る。

・地域でボランティア学習

の推進役となる人材を育

成。

学校と地域が連携

した学習プログラ

ムを展開し、ボラン

ティアに対する興

味や人と人とのつ

ながりの大切さを

実感できる。

地域ごとにボラン

ティア活動に参加

しやすい体制整

備、環境整備を図

る。

新たなボランティア

層の活動の促進。

地域福祉政策

課

援します。

・産業振興、地

域おこし、まち

づくり、観光な

どにおける人

材の育成を支

援するととも

に、方針決定

過程や活動へ

の女性の参画

促進を図りま

す。

・こうち男女共

同参画セン

ター「ソーレ」

において、女

性団体やNPO

の活動を支援

するとともに、

センター利用

者等のネット

ワーク化を図

ります。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

企業等への外部講師派遣事

業の実施【再掲】

（ソーレ）

「出前講座」（各種団体の依頼

に応じ、サポーター講師、ソー

レ職員が講師として、男女共

同参画に関する講座）を実施

（ソーレ）

「出前講座」を実施。平成

22年度は12回開催（326

名参加）

（ソーレ）

「出前講座」の実施

（ソーレ）

「出前講座」の実施

企業等における男

女平等意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

地域づくりに関する講座等の

開催

それぞれの地域での活動の

視点に止まり、他の地域での

取組の情報や人的なネット

ワークが十分ではない。

平成２２年度には地域づく

りに関する見識を深める

ことを目的に「地域力創造

連続講座」を総務省と共

催した。また、地域づくり

に関わる人材の交流を目

的として「地域づくり交流

会」を実施した。また、地

域づくり支援事業費補助

金による地域活動の支

援。

今後も、地域づくりに関連

した講座等を実施や、地

域づくりに関わる人材の

ネットワークを構築するこ

とにより、地域づくりに対

する機運を高める。

地域づくり交流会、地域

テーマ別研修、地域づく

りに関するアドバイザー

派遣等の実施。

地域住民が主体的

に地域の課題を解

決していくことがで

きる。

地域づくり支援

課

地域産業を創造・リードする人

材が不足している。

地域産業を創造・リードで

きる事業者及び支援者を

育成するための研修を開

催

①（事業者育成、ビジネス

実践研修）目指せ！弥太

郎　商人塾（平成２２年

引き続き、地域産業を創

造リードできる事業者や

支援者を育成する研修や

教育を産学官が連携して

実施

目指せ！弥太郎商人塾

等の研修や教育を実施

地域産業を創造・

リードする事業者：

１００名、支援者：１

００名

ビジネスの実践力

を身に付けた事業

者とコーディネー

タースキルを身に

付けた支援者が相

互に連携し、地域

産業を創造・リード

・市町村が行う

男女共同参画

の取組を支援

します。

・防犯活動、高

齢者の見守り

活動、子育て

支援活動など

の地域活動へ

の男女の参画

が進むよう、情

報提供や意識

啓発を行いま

す。

・ボランティア

活動、NPO等

への参加促進

のため、情報

提供、相談活

動などを通じ

た環境整備を

進めます。

・NPOやボラン

ティア等の育

成・支援を行

います。

・市町村とNPO

との協働を支

援します。

①

地

域

活

動

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

（

３

）

地

域

・

防

災

分

野

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

人材の育成（地域産業の担い

手、起業支援）

郎　商人塾（平成２２年

度：基礎編のべ１，０７２

名、応用実践編１８事業

者が受講）

②（事業者育成、ビジネス

実践研修）土佐経営塾

（平成２２年度：本山町、

土佐市の２０名が受講）

③（支援者育成、コーディ

ネーター研修）こうち地域

産業振興人材育成塾（平

成２２年度：１６名が受講）

産業を創造・リード

計画推進課

女性団体等への自主活動へ

の支援及び相互交流の促進

毎年、ソーレが行う民間団体

などを対象に事業費の補助を

行う「ソーレ・えいど事業」等の

支援事業により民間団体等の

活動を支援

ソーレを広く県民に周知すると

ともに、ソーレを日頃利用して

いる団体の交流促進を図るた

め、講演会、セミナー等をメ

ニューとした「ソーレまつり」を

開催

「ソーレ・えいど事業」を活

用し、支援。平成22年度

は6団体支援

「ソーレまつり」での女性

団体等の相互交流の促

進

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」

「ソーレまつり」の実施

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」

「ソーレまつり」の実施

・応募団体、参加団

体数の増加

県民生活･男女

共同参画課

高知県おもてなし県民会議の

開催

委員26名中9名が女性（女性

委員の割合34.6%）

委員 の選 考に あた って

は、本来事業の目的とと

もに女性の参画を意識し

て実施

本県の目標50％達成に

向け女性の参画を積極的

に進める。

－

本県の目標50％が

達成される

おもてなし課

援します。

・産業振興、地

域おこし、まち

づくり、観光な

どにおける人

材の育成を支

援するととも

に、方針決定

過程や活動へ

の女性の参画

促進を図りま

す。

・こうち男女共

同参画セン

ター「ソーレ」

において、女

性団体やNPO

の活動を支援

するとともに、

センター利用

者等のネット

ワーク化を図

ります。

35
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

・産業振興、地域お

こし、まちづくり、観

光などにおける人材

の育成を支援すると

ともに、方針決定過

程や活動への女性

の参画促進を図りま

す。

観光ガイド育成事業による人

材育成

県内18団体の観光ガイド組織

からなる高知県観光ガイド連

絡協議会がH23に設立し、研

修を実施

観光ガイド技術の向上を

支援し、高知県を訪れる

観光客の満足度を向上さ

せる

女性の視点を加えたガイ

ド研修等の実施により観

光ガイドのレベルアップを

図る

－

女性の視点も加

え、観光ガイドのレ

ベルが更に向上す

る

おもてなし課 35

高知県防災会議等への女性

の参画

高知県防災会議委員

　 　女性委員数　０名

高知県防災会議条例の

改正（平成22年12月）によ

り、女性を長とする指定地

方公共機関を追加

避難生活等に女性の視

点が必要なことから、庁内

から女性職員を委員とし

て指名するほか、女性を

長とする機関を新たに指

定地方公共機関に指定し

た場合には当該機関の長

に委員就任を依頼する。

・庁内から女性職員を委

員に指名する。

・新たに機関を指定し定

数を増やした場合には、

当該機関の長に委員就

任を依頼する。

・女性委員の数　０

名→３名

危機管理・防災

課

女性防火クラブなど女性によ

る地域防災活動への支援

女性防火クラブとして、相互の

連絡連携を密にし、クラブの健

全な発展を図るとともに、より

安全で、よりよい地域社会の

実現に資することを目的とし、

各地域で火災予防思想の普

女性による地域防災活動

支援

・防火防災の啓発や災害

時の初期消火や後方支

援など地域に根ざした活

動を行っている女性（婦

女性による地域防災活動

支援

・女性防火クラブのトップ

リーダーの育成、資質の

向上。

・女性防火クラブ間の連

携の強化

女性による地域防災活

動支援

・高知県女性防火クラブ

連絡協議会の行う研修

事業等への助成。

・女性防火クラブの設

立、消火、防災訓練、研

女性防火クラブ

・女性防火クラブ、

クラブ員数の増加

・各女性防火クラブ

での訓練や研修が

活発化し、消防団

消防政策課

・防災対策に女

性の視点を反映

させ、地域防災

の取組を進めま

す。

（

３

）

地

域

・

防

災

分

野

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

2

　

場

を

ひ

ろ

げ

る

②

防

災

分

野

で

の

男

女

共

同

参

画

の

拡

大

各地域で火災予防思想の普

及等に努めてている。

動を行っている女性（婦

人）防火クラブを支援して

いる。

携の強化

・各女性防火クラブの活

動の活性化のための支

援。

立、消火、防災訓練、研

修等への助成。

２　女性消防団員の入団

促進

活発化し、消防団

や自主防災組織と

の連携が深まる

NPOやボランティア活動に関

する情報の提供（ピッピネット

/広報誌など）

啓発リーフレット、ガイドブック

の配布ほか、ピッピネットや月

に1度のメールで情報提供して

いる。

ＮＰＯの啓発リーフレット、

ガイドブック等の配布など

による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフレット、

ガイドブック等の配布など

による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフレッ

ト、ガイドブック等の配布

などによる広報啓発

ＮＰＯ活動基盤整

備、ＮＰＯ相互交流

の促進

県民生活･男女

共同参画課

NPOやボランティア活動に関

する情報の提供（ピッピネット

/広報誌など）

・バーチャルボランティアセン

ター事業

　平成22年度　登録団体数

588団体

・サーバー更新

・HPのリニューアル（H22.

１月）

・HPの管理運営

・新規登録団体の開拓

・広報グッズの作成（H22）

・広報グッズ活用等による

ピッピネットの周知

・新規登録団体の開拓

・アンケートの実施

・利用者ニーズに対応し

た持続性のあるシステム

の運営

・630団体

・ピッピネットの周知及び

内容の充実

　こうちボランティ

ア・ＮＰＯ通信｢てを

つなごう｣やマスメ

ディアの広報媒体

などをとおして、

ピッピネットの知名

度の向上を図り、

より多くの県民に

活用していただくと

ともに、ユーザーの

ニーズに応じた情

報提供の工夫に努

める。

団体情報におけ

る、情報発信の質

の向上を行いなが

ら、登録団体の拡

充をめざす。

【指標】（２３年度ま

で）

・登録団体数　630

団体（172増※H20

年度末　458団体

地域福祉政策

課

す。

・地域防災への

女性のかかわり

を促進します。

・災害発生時に

おいて援護が必

要な方々への適

切な支援対策を

進めます。

・NPOや災害ボ

ランティア等へ

の女性の参画

の促進のための

情報提供を行い

ます。

36
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

【再掲】

【高知県社会貢献活動支援推進計画

の取組の推進】

（高知県ボランティア・NPOセンター）

学習機会の提供

内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、

NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、Ｎ

ＰＯ実務相談、ＮＰＯフォーラム、ボラ

ンティアガイダンス、地域づくり仕掛け

人市、ＮＰＯ会議室貸出

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の実施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金の造

成

Ｈ２３年3月

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金事業

を活用したＮＰＯ等の活動基盤

の整備【Ｈ２３年度～Ｈ２４年度】

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

(新しい公共)

新しい公共支援基金事業を活

用したＮＰＯ等の活動基盤の環

境整備

高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

第3次計

画

策定

NPO、ボランティア

団体、地域の自治

会、スポーツ団体、

女性活動団体等の

育成

県民生活･男女

共同参画課

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

【再掲】

ボランティアセンター事業実施

状況（22年度）

・福祉教育・ボランティア学習

実践講座の開催

４１名参加

・地域連携による福祉教育・ボ

ランティア学習ステップアップ

事業の実施

（指定社協） 香美市社協、土

佐清水社協

・ボランティアコーディネーショ

ン機能強化モデル事業の実

施

（指定社協） 南国市社協

・ボランティアNPO通信「手を

つなごう」の発行

４，０００部発行

・福祉教育推進事業

・養成研修事業

・広報啓発事業

地域のボランティア活動

の活性化に大きな役割を

果たす市町村社協のボラ

ンティアセンター機能強化

を目指す。

・市町村社協のボラン

ティアセンターの機能強

化を図る。

・地域でボランティア学習

の推進役となる人材を育

成。

学校と地域が連携

した学習プログラ

ムを展開し、ボラン

ティアに対する興

味や人と人とのつ

ながりの大切さを

実感できる。

地域ごとにボラン

ティア活動に参加

しやすい体制整

備、環境整備を図

る。

新たなボランティア

層の活動の促進。

地域福祉政策

課

・防災対策に女

性の視点を反映

させ、地域防災

の取組を進めま

す。

・地域防災への

女性のかかわり

を促進します。

・災害発生時に

おいて援護が必

要な方々への適

切な支援対策を

進めます。

・NPOや災害ボ

ランティア等へ

の女性の参画

の促進のための

情報提供を行い

ます。
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（

３
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地
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・

防
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け
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男
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共
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参

画
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推

進
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場

を

ひ

ろ

げ

る

次世代育成支援認証制度の

広報・普及促進

・一般事業主行動計画策定届

出件数：293件（平成22年5月

末）→480件（平成23年5月末）

・高知県次世代育成支援企業

64社（平成22年度末）

・750社以上の企業を訪問

し、次世代育成支援企業

認証制度の広報を実施

（一般事業主行動計画を

含む）

・認証制度の普及

・関係法令の改正に対す

る企業への周知

・平成２７年度末の

認証企業数80社

・子育てにやさしい

職場環境が整備さ

れる。

・女性の再就職の

支援が充実する。

雇用労働政策

課

労働関係法令等の広報・啓

発・周知【再掲】

・高知労働局雇用均等室が対

応した平成22年度の男女雇用

機会均等法関係の相談件数

233件（うちセクハラ相談149

件）

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的にセミナーを

実施

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的に、労働局

と連携し、セミナーを継続

実施

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

職場における男女

平等のさらなる意

識の啓発を促進す

る。

雇用労働政策

課

中小企業制度融資貸付事業

促進

中小企業制度融資貸付事業

費（子育て支援企業融資）とし

て制度化していた。

制度の周知に努め、利用

の促進を図ってきた。

平成23年度に県単融資

制度の見直しを行い、中

小企業制度融資貸付事

業費（産業活性化融資）と

して一本化して、対応を

図っていく。

経営支援課

①

雇

用

の

場

に

お

け

る

子

育

て

・

介

護

環

境

の

整

備

（

１

）

仕

事

と

生

活

の

調

和

（

ワ

ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

）

38

子育て・介護が

仕事と両立でき

る雇用環境を整

えます。

子育て・介護の

後の職場への

復帰や再就職

の支援を充実さ

せます。

３

　

環

境

を

整

え

る

・訪問企業の拡充に伴う認証企業の増加

・県広報誌を利用して、マザーズサロンの広報を行

う。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

県職員の育児休業等の取得

促進

知事部局

育児休業取得率

・女性（１００％）

・男性（６．８％）

・県職員の育児休業等の

取得促進

平成１７年３月に策定した

「次世代育成支援行動計

画」に基づき、イントラネッ

ト上において､育児休業制

度等の周知を行うととも

に、特に男性職員に対し

ては、所属長から制度を

直接説明することにより

周知を図っている。

男性職員の育児休業制

度等に対する認識を高め

るため、さらに周知に努め

る。

H22.3に策定した、高知

県職員次世代育成支援

行動計画に基づき、子育

て世代が安心して子供を

産み、育てられるような

職場環境づくりに努めて

いく。

子育て世代の職員

が安心して子ども

を産み、育てられ

るよう、職場の中で

協力し合い、次代

の社会を担う子ど

もたちが健やかに

生まれ、育てられ

るような職場環境

づくりを目指す。

希望する職員全員

が、育児休業及び

育児短時間勤務を

取得できること。

行政管理課

県職員の育児休業等の取得

促進

H22県立学校取得状況(男性４

名、女性８７名)

・教育政策課ホームペー

ジに次世代育成支援に関

わる制度について掲載

・管理職からの職員への

制度説明、声掛け。

・管理職、校務分掌の長

の仕事の分掌についての

配慮と、同僚が育児休業

等の取得について十分理

解し、協力する職場環境

の醸成。

・再度の制度周知と制度

利用者への理解と協力

を進める。

職員の相互理解に

より、取得し易い職

場環境を確立す

る。

教育政策課

県職員への介護休業制度の

周知

知事部局

介護休暇取得数

・女性1名

・男性1名

・イントラネット上において

介護休業制度の周知

・イントラネットによる周知

介護休業を取得できる職

場環境づくりに努める。

介護休業を取得で

きる職場環境づくり

に努める。

行政管理課

子育て・介護が

仕事と両立でき

る雇用環境を整

えます。

子育て・介護の

後の職場への

復帰や再就職

の支援を充実さ

①

雇

用

の

場

に

お

け

る

子

育

て

・

介

護

環

境

の

整

備
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（

１

）

仕

事

と

生

活

の

調

和

（

ワ

ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

）

３

　

環

境

を

整

え

る

県職員への介護休業制度の

周知

H22県立学校所得状況(女性４

名)

・教育政策課ホームペー

ジに次世代育成支援に関

わる制度について掲載

・管理職からの職員への

制度説明、声掛け。

・管理職、校務分掌の長

の仕事の分掌についての

配慮と、同僚が育児休業

等の取得について十分理

解し、協力する職場環境

の醸成。

・再度の制度周知と制度

利用者への理解と協力

を進める。

職員の相互理解に

より、取得し易い職

場環境を確立す

る。

教育政策課

女性のチャレンジ・エンパ

ワーメント支援【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

の支援を充実さ

せます。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

広報誌による啓発推進

・家庭における現実の夫婦の

役割分担

　夫と妻が共同で家計を支

え、共同で家事・育児を分担

する場合　１８．１％

・家事労働時間

　女性の平均　１５４分

　男性の平均　２４分

ソーレを中心に、ソーレ広

報誌（ソーレ・スコープ、メ

ルマガ）、各種講演研修

会の開催。県の広報手段

（広報誌、ラジオ）を活用し

ての周知

こうち男女共同参画セン

ターを拠点として、広報誌

作成や講演、研修会の開

催等啓発事業の他、図書

等利用ＰＲ事業を実施。

県広報誌などによる周

知。

ソーレを拠点とした広報

活動、県広報誌などによ

る広報活動

県民意識

調査

対前年程度の広報

事業量の確保

男女共同参画平等

意識の向上

県民生活･男女

共同参画課

多様な保育ニーズに対する

保育サービスの拡大への補

助

・乳児保育実施市町村数　２７

市町村

・延長保育実施か所数　９６か

所

・休日保育実施か所数　1か所

・病児・病後児保育実施か所

数　７か所

・一時預かり実施か所　31か

所

・認定こども園への移行数　15

施設

・親育ち支援保育者育成　220

名

・子育て応援団の人材養

成

・多様な保育ニーズに対

する保育所の充実促進

（低年齢児、障害児等）

・子育てにおける男女共

同参画（新米ママ応援事

業）

・乳児保育実施市町村数

２７市町村

・延長保育実施か所数　８

９か所

・休日保育実施か所数　１

か所

・乳幼児健康支援一時預

かり（病後児保育・施設

型）実施か所　７か所

・一時保育実施か所　２４

か所

・地域子育て支援センター

実施か所数　３５か所

多様な保育ニーズに対す

る保育サービスを充実し、

促進する（認定こども園）

育児不安の解消や良好な

親子関係構築を支援する

（親育ち支援）

認定こども園への移行

親育ち支援保育者育成

研修

・乳児保育実施市

町村数　全市町村

・延長保育実施か

所数　１１７か所

・休日保育実施か

所数　８か所

・病児・病後児保育

実施か所　１３か所

・一時預かり実施

か所　３５か所

・認定こども園への

移行数　20施設

・親育ち支援保育

者育成　300名

子どもの健やかな

育ちのために、県

内どこにいても質

の高い保育・教育

を受けることができ

るようにする。

保育所や幼稚園に

おいて日常的に親

育ち支援ができる

環境を整える。

幼保支援課
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39

「こうちこどもプ

ラン」に基づき、

子育てにおける

男女の共同参

画を促すととも

に、地域におけ

３

　

環

境

を

整

え

る

ひとり親家庭への支援

○母子家庭の母又は寡婦等

に各種資金を貸付

・貸付件数　141件

○ひとり親家庭への医療費助

成

○母子家庭の母又は寡

婦等に各種資金を貸付

○ひとり親家庭への医療

費助成

○母子家庭の母又は寡

婦等に各種資金を貸付

○ひとり親家庭への医療

費助成

ひとり親家庭等が

自立し、安心して暮

らせる環境

児童家庭課

子育て支援に係る広報・啓発

等の推進

核家族化の進行などにより、

子育てへの不安感、負担感が

増大

■各種広報手段を活用し

子育てを応援する情報の

提供など

・出産・子育て応援サイト

「こうちプレマnet」

・子育て応援情報紙「大き

くなあれ」

■高知県少子化対策推

進県民会議と連携した取

り組み

■各種広報手段を活用し

た広報・啓発の充実

■高知県少子化対策推

進県民会議と連携した取

り組みの充実

社会全体で子育て

にやさしい環境づく

り

少子対策課

放課後の子どもの居場所づく

りと学び場の充実

・放課後子どもプラン実施校

率（小学校）８３％

・放課後子どもプラン実施

校率

（小学校）７４％

・未実施校へ設置拡大す

るとともに、すべての子ど

もたちが参加できる仕組

みをつくる。

・放課後子どもプラン実

施校率（小学校）９０％

すべての小学校区

で学び場を実施

すべての子どもた

ちに健やかで豊か

な放課後を保障す

る。

生涯学習課

に、地域におけ

る子育ての支援

策を充実させま

す。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

子育て家庭応援事業の促進

子育て家庭応援の店

・H23.7月末現在の協賛事業

所数：479

■協賛事業所の拡大に

向けた取り組み

・高知県少子化対策推進

県民会議と連携した取り

組み

・協賛事業所のＰＲ

・「子育て家庭応援の店」

の協賛事業所の拡大

協賛事業所数

H23年度末　600事

業所

社会全体で子育て

を応援する雰囲気

づくり

少子対策課

地域における子育て支援の

充実

・乳児保育実施市町村数　２７市町村

・延長保育実施か所数　８９か所

・休日保育実施か所数　１か所

・乳幼児健康支援一時預かり（病後児

保育・施設型）実施か所　７か所

・一時保育実施か所　２４か所

・地域子育て支援センター実施か所数

３５か所

・放課後児童クラブの実施か所　１３１

か所

（ソーレ）

・子育て世代対象講座の

開催

（ソーレ）

・子育て世代対象講座の

開催

（ソーレ）

・こども講座

・子育て応援講座

・乳児保育実施市町村

数　全市町村

・延長保育実施か所数

１１７か所

・休日保育実施か所数

８か所

・乳幼児健康支援一時

預かり（病後児保育・施

設型）実施か所　１３か

所

・一時保育実施か所　３

５か所

・地域子育て支援セン

ター実施か所数　３５か

所

・放課後児童クラブの実

施か所　１００％

県民生活･男女

共同参画課

「こうちこどもプ

ラン」に基づき、

子育てにおける

男女の共同参

画を促すととも

に、地域におけ

る子育ての支援

策を充実させま

す。
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39

地域における子育て支援の

充実

核家族化の進行などにより、

子育てへの不安感、負担感が

増大

■地域の子育て支援の充

実

・地域子育て支援拠点施

設での親子の集いの場の

提供や子育て相談の実施

など

・子育て支援アドバイザー

やNPOによる子育て講座

の実施

・地域の子育て支援者の

人材育成

・子育て家庭の多様な

ニーズを踏まえた施策・取

り組みの展開

地域で安心して、

子育てができる環

境づくり

少子対策課

介護における男

女の共同参画を

促すとともに、介

護負担の軽減に

向けた支援策を

充実させます。

地域ケア体制の整備

・地域で要介護者等を支える

ケア体制の整備

・住宅のバリアフリーの推進

・半数以上の県民が介護が必

要となっても住み慣れた自宅

や地域での生活を希望

・中山間地域では、訪問等の

効率が悪いため、必要な介護

サービスが十分提供されてい

ない

■在宅で要介護者も家族

も安心して暮らせるしくみ

づくり

・医療と介護関係機関の

連携強化

・訪問看護に関する支援

・緊急時に利用可能な

ショートステイの確保

■在宅で要介護者も家族

も安心して暮らせるしくみ

づくり

・医療と介護関係機関の

連携強化

・訪問看護に関する支援

・緊急時に利用可能な

ショートステイの確保

・中山間のサービス確保

対策

第5期介護保険支援計

画、高齢者保健福祉計

画の策定

・在宅でも要介護者

も家族も安心して

暮らせるしくみづく

りの構築

高齢者福祉課 40

計画に基づく
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

相談体制の充実

・高齢者総合相談センターに

おいて相談に応じている

【高齢者総合相談セン

ター】

一般県民及び市町村地

域包支援センターからの

相談に応じる。また弁護

士等による専門相談を開

催する。

窓口周知のためリーフ

レットを配布。

・相談窓口の更なる周知

・相談体制の充実

・リーフレットの配布

・ＴＶ、ラジオ、広報誌等

による周知

・地域住民への周

知により相談窓口

の認知度を高め、

相談件数の増加に

つなげる

高齢者福祉課

介護支援情報の提供・広報・

啓発【再掲】

・介護の実践講座の開催

　H21～23平均3,448人

・介護の実践講座の開催

県民介護講座事業の周

知を図るとともに、講座開

催等により介護に対する

県民の意識啓発を図る。

県広報誌等へ掲載

参加者数5,000人

県民介護講座事業

への参加者の増

介護に対する県民

の意識啓発

地域福祉政策

課

介護支援情報の提供・広報・

啓発【再掲】

・地域の高齢者に関する様々

な相談を受け止めサービスに

つないでいく機関として、地域

包括支援センターが創設され

た。

・地域包括支援センター

の機能向上のための支

援、県民への情報提供

・地域包括支援センター

の機能向上のための支

援、県民への情報提供

地域包括センター機能強

化のための事業実施

・地域包括支援セ

ンターが高齢者の

相談窓口としての

機能を発揮する。

高齢者福祉課

ボランティアセンター事業実施

状況（22年度）

・福祉教育・ボランティア学習

40

介護における男

女の共同参画を

促すとともに、介

護負担の軽減に

②
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独居老人等に対するNPOや

ボランティア活動の促進

・福祉教育・ボランティア学習

実践講座の開催

４１名参加

・地域連携による福祉教育・ボ

ランティア学習ステップアップ

事業の実施

（指定社協） 香美市社協、土

佐清水社協

・ボランティアコーディネーショ

ン機能強化モデル事業の実

施

（指定社協） 南国市社協

・ボランティアNPO通信「手を

つなごう」の発行

４，０００部発行

・福祉教育推進事業

・養成研修事業

・広報啓発事業

地域のボランティア活動

の活性化に大きな役割を

果たす市町村社協のボラ

ンティアセンター機能強化

を目指す。

・市町村社協のボラン

ティアセンターの機能強

化を図る。

・地域でボランティア学習

の推進役となる人材を育

成。

ボランティアの育成

支援を図る

地域福祉政策

課

独居老人等に対するNPOや

ボランティア活動の促進

【高知県社会貢献活動支援推進計画

の取組の推進】

（高知県ボランティア・NPOセンター）

学習機会の提供

内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、

NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、Ｎ

ＰＯ実務相談、ＮＰＯフォーラム、ボラ

ンティアガイダンス、地域づくり仕掛け

人市、ＮＰＯ会議室貸出

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の実施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金の造

成

Ｈ２３年3月

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金事業

を活用したＮＰＯ等の活動基盤

の整備【Ｈ２３年度～Ｈ２４年度】

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

(新しい公共)

新しい公共支援基金事業を活

用したＮＰＯ等の活動基盤の環

境整備

高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

第3次計

画

策定

県民生活・男女

共同参画課

40

護負担の軽減に

向けた支援策を

充実させます。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

社会で支える介護の促進

・介護の実践講座の開催

　H21～23平均3,448人

・介護の実践講座の開催

県民介護講座事業の周

知を図るとともに、講座開

催等により介護に対する

県民の意識啓発を図る。

県広報誌等へ掲載

参加者数5,000人

県民介護講座事業

への参加者の増

介護に対する県民

の意識啓発

地域福祉政策

課

家事（料理）・介護の実践講

座の開催【再掲】

・介護の実践講座の開催

　H21～23平均3,448人

・介護の実践講座の開催

県民介護講座事業の周

知を図るとともに、講座開

催等により介護に対する

県民の意識啓発を図る。

県広報誌等へ掲載

参加者数5,000人

県民介護講座事業

への参加者の増

介護に対する県民

の意識啓発

地域福祉政策

課

家事（料理）・介護の実践講

座の開催【再掲】

・家庭における現実の夫婦の

役割分担

　夫と妻が共同で家計を支

え、共同で家事・育児を分担

する場合　１８．１％

・家事労働時間

　女性の平均　１５４分

　男性の平均　２４分

（ソーレ）

・料理等の各種実践講座

の開催

（ソーレ）

・料理等の各種実践講座

の開催

（ソーレ）

・父と子のわくわくクッキ

ングの開催

・ライフスタイル応援講座

の開催

家庭における夫婦

の役割分担のため

の講座や研修を実

施する。

家庭における夫婦

の役割分担の現実

を理想に近づけ

る。

県民生活・男女

共同参画課

・高知労働局雇用均等室が対

応した平成22年度の男女雇用

機会均等法関係の相談件数

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的にセミナーを

企業への男女雇用機会

均等法周知やセクハラ防

止などを目的に、労働局

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

②

家

庭

や

地

域

に

お

け

る

子

育

て

・

介

護

環

境

の

整

備

③

女

性

40

（

１

）

仕

事

と

生

活

の

調

和

（

ワ

ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

）

３

　

環

境

を

整

え

る

介護における男

女の共同参画を

促すとともに、介

護負担の軽減に

向けた支援策を

充実させます。

労働関係法令等の広報・啓

発・周知【再掲】

機会均等法関係の相談件数

233件（うちセクハラ相談149

件）

止などを目的にセミナーを

実施

止などを目的に、労働局

と連携し、セミナーを継続

実施

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

職場における男女

平等のさらなる意

識の啓発を促進す

る。

雇用労働政策

課

仕事と家庭の両立のための

広報・啓発促進【再掲】

・雇用労働者総数に占める女

性の割合　４８．６％

・男女間の賃金格差（きまって

支給する現金給与額：男性を

１００とした場合の賃金の割

合）　７４．３％

・募集・採用における均等

な取扱いについての事業

主に対する啓発

・男女雇用均等法をふま

えた女性の職域拡大に対

する事業主への啓発

・労働相談の充実

・男女の均等な処遇に向

けた企業の取り組みの奨

励・支援

・企業への男女雇用機会

均等法周知を目的とする

セミナー開催

・国等の助成金制度を企

業へ広報

・ワーク・ライフ・バランス

推進セミナー、啓発パンフ

レットの配布や課のホー

ムページなどを通じた啓

発

セミナー開催や訪問によ

る企業への啓発や課の

ホームページなどを通じ

た啓発を行う。

・女性の雇用の場

が拡大される。

・雇用における男女

平等の待遇が図ら

れる。

雇用労働政策

課

性

も

男

性

も

地

域

活

動

に

参

画

し

や

す

い

環

境

づ

く

り

ライフステージ

に応じた仕事と

生活の調和を促

します。
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30



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

仕事と家庭の両立のための

広報・啓発促進【再掲】

核家族化の進行や働き方の

多様化による子育てへの不

安・負担感の増大

■各種広報手段を活用し

仕事と家庭の両立のため

の情報の提供など

・出産・子育て応援サイト

「こうちプレマnet」

・子育て応援情報誌「おお

きくなあれ」

■高知県少子化対策推

進県民会議を中心に、家

族の大切さや子育ての喜

びを伝えるため「子育て応

援フォーラム」の開催やテ

レビＣＭの放映など

■各種広報手段を活用し

た広報・啓発の充実

■各種構成団体の取り組

みの拡充

企業をはじめ、社

会全体で子育てに

優しい環境づくりが

進む

少子対策課

女性のチャレンジ・エンパ

ワーメント支援【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活･男女

共同参画課

NPOやボランティア活動に関

する情報の提供（ピッピネット

啓発リーフレット、ガイドブック

の配布ほか、ピッピネットや月

に1度のメールで情報提供して

ＮＰＯの啓発リーフレット、

ガイドブック等の配布など

ＮＰＯの啓発リーフレット、

ガイドブック等の配布など

ＮＰＯの啓発リーフレッ

ト、ガイドブック等の配布

ＮＰＯ活動基盤整

備、ＮＰＯ相互交流

県民生活・男女

共同参画課

42

ライフステージ

に応じた仕事と

生活の調和を促

します。

③

女

性

も

男

性

も

地

域

活

動

に

参

画

し

や

す

い

環

境

づ

く

り

（

１

）

仕

事

と

生

活

の

調

和

（

ワ

ー

ク

・

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

）

３

　

環

境

を

整

え

る

する情報の提供（ピッピネット

/広報誌など）

に1度のメールで情報提供して

いる。

ガイドブック等の配布など

による広報啓発

ガイドブック等の配布など

による広報啓発

ト、ガイドブック等の配布

などによる広報啓発

備、ＮＰＯ相互交流

の促進

共同参画課

NPOやボランティア活動に関

する情報の提供（ピッピネット

/広報誌など）

・バーチャルボランティアセン

ター事業

　平成22年度　登録団体数

588団体

・サーバー更新

・HPのリニューアル（H22.

１月）

・HPの管理運営

・新規登録団体の開拓

・広報グッズの作成（H22）

・広報グッズ活用等による

ピッピネットの周知

・新規登録団体の開拓

・アンケートの実施

・利用者ニーズに対応し

た持続性のあるシステム

の運営

・630団体

・ピッピネットの周知及び

内容の充実

　こうちボランティ

ア・ＮＰＯ通信｢てを

つなごう｣やマスメ

ディアの広報媒体

などをとおして、

ピッピネットの知名

度の向上を図り、

より多くの県民に

活用していただくと

ともに、ユーザーの

ニーズに応じた情

報提供の工夫に努

める。

団体情報におけ

る、情報発信の質

の向上を行いなが

ら、登録団体の拡

充をめざす。

【指標】（２３年度ま

で）

・登録団体数　630

団体（172増※H20

年度末　458団体

地域福祉政策

課

家庭生活や地

域活動に男女の

参画を促す環境

づくりを進めま

す。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

３

　

環

境

を

整

え

る

（

１

）

仕

事

と

生

活

の

調

和

（

ワ

ー

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

【再掲】

【高知県社会貢献活動支援推進計画

の取組の推進】

（高知県ボランティア・NPOセンター）

学習機会の提供

内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ経営塾、

NPO経営研究会、ＮＰＯ実務講座、Ｎ

ＰＯ実務相談、ＮＰＯフォーラム、ボラ

ンティアガイダンス、地域づくり仕掛け

人市、ＮＰＯ会議室貸出

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の実施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金の造

成

Ｈ２３年3月

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

（新しい公共）

高知県新しい公共支援基金事業

を活用したＮＰＯ等の活動基盤

の整備【Ｈ２３年度～Ｈ２４年度】

（高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

(新しい公共)

新しい公共支援基金事業を活

用したＮＰＯ等の活動基盤の環

境整備

高知県ボランティア・NPOセン

ター）

講座等の学習機会の提供

（ソーレ）

「ソーレ・えいど事業」（再掲）の

実施

第3次計

画

策定

NPO、ボランティア

団体、地域の自治

会、スポーツ団体、

女性活動団体等の

育成

県民生活・男女

共同参画課

NPO、ボランティア団体、地域

の自治会、スポーツ団体、女

性活動団体等の育成・支援

【再掲】

ボランティアセンター事業実施状

況（22年度）

・福祉教育・ボランティア学習実

践講座の開催

４１名参加

・地域連携による福祉教育・ボラ

ンティア学習ステップアップ事業

の実施

（指定社協） 香美市社協、土佐清

水社協

・ボランティアコーディネーション

機能強化モデル事業の実施

（指定社協） 南国市社協

・ボランティアNPO通信「手をつな

ごう」の発行

４，０００部発行

・福祉教育推進事業

・養成研修事業

・広報啓発事業

地域のボランティア活動

の活性化に大きな役割を

果たす市町村社協のボラ

ンティアセンター機能強化

を目指す。

・市町村社協のボラン

ティアセンターの機能強

化を図る。

・地域でボランティア学習

の推進役となる人材を育

成。

学校と地域が連携し

た学習プログラムを

展開し、ボランティア

に対する興味や人と

人とのつながりの大

切さを実感できる。

地域ごとにボランティ

ア活動に参加しやす

い体制整備、環境整

備を図る。

新たなボランティア層

の活動の促進。

地域福祉政策

課

【高齢者の生きがい・健康づ 【高齢者の生きがい・健康づ 【高齢者の生きがい・健・女性、男性にか①

42

家庭生活や地

域活動に男女の

参画を促す環境

づくりを進めま

す。

③

女

性

も

男

性

も

地

域

活

動

に

参

画

し

や

す

い

環

境

づ

く

り

（

２

）

高

齢

者

等

が

安

心

し

て

暮

ら

せ

る

環

境

の

整

備

介護予防と生きがいづくりの

推進

・市町村が行う介護予防事業

への支援

・高知県社会福祉協議会が

行う健康と生きがいづくりへ

の支援

・老人クラブが行う社会参加

活動への支援

・団塊の世代が大量退職→多

様な価値観を持つ「（新）高齢

者」に対する柔軟な事業展開

が必要。

・老人クラブ組織

（H21年度→H22年度）

加入率…18.7→17.0％

クラブ数…824→785

会員数…31,954→30,386名

【高齢者の生きがい・健康づ

くり】

県社協が行う健康と生きが

いづくりへの支援

（こうちシニアスポーツ交流

大会の開催／ねんりんピッ

クへの選手派遣／シニア健

康づくりリーダー講習会開催

／オールドパワー文化展の

開催／高齢者情報誌「玉手

箱」の発行／シルバー介護

士活動支援事業／各種団体

との連携・効力による生きが

いと健康づくり支援事業）

【老人クラブの活動助成】

・地域老人クラブ活動助成

・高知県老人クラブ佳連合会

活動への助成

【高齢者の生きがい・健康づ

くり】

・事業の活性化、効率化

・「（新）高齢者」を活用した

事業展開

・どの地域に住んでいても、

事業に関わることのできる環

境の構築

・平成25年年輪ぴく高知県

開催に向けた事業参加人口

の拡大

・介護予防につなげ、地域の

活性化、健康長寿を目指

す。

【老人クラブの活動助成】

・会員の拡大と事業の活性

化

・地域の介護予防につなげ

る

・県内最大の高齢者組織力

を活かした事業の実施

【高齢者の生きがい・健

康づくり】

・新たに生きがい情報拠

点機能性い事業、地域

生きがい活動推進事業

の実施。

【老人クラブの活動助成】

・「介護予防リーダー」の

育成と仕組みづくりの実

践活動の推進

・ねんりんピックを視野に

入れた組織の強化と事

業の活性化

・ねんりん

ピック開

催後も連

携を取り、

事業を進

めていく

ための関

係づくり

・高齢者が住み慣

れた地域で生きが

いを持って暮らして

いける社会の構築

・介護予防事業の

観点も踏まえた生

きがいづくりの構築

・高齢者が、それぞ

れの地域で活躍

し、地域での見守り

やボランティア活動

などを通じた支え

合う地域づくりに繋

げていく。

高齢者福祉課

地域ケア体制の整備（再掲）

・地域で要介護者等を支える

ケア体制の整備

・住宅のバリアフリーの推進

・半数以上の県民が介護が必

要となっても住み慣れた自宅

や地域での生活を希望

・中山間地域では、訪問等の

効率が悪いため、必要な介護

サービスが十分提供されてい

ない

■在宅で要介護者も家族も

安心して暮らせるしくみづくり

・医療と介護関係機関の連

携強化

・訪問看護に関する支援

・緊急時に利用可能なショー

トステイの確保

■在宅で要介護者も家族も

安心して暮らせるしくみづくり

・医療と介護関係機関の連

携強化

・訪問看護に関する支援

・緊急時に利用可能なショー

トステイの確保

・中山間のサービス確保対

策

第5期介護保険支援計

画、高齢者保健福祉計

画の策定

・在宅でも要介護者

も家族も安心して

暮らせるしくみづく

りの構築

高齢者福祉課

・女性、男性にか

かわらず高齢者

の誰もがいつまで

も元気で暮らすた

めに、介護予防や

生きがいづくりの

推進に取り組みま

す。

・たとえ介護が必

要な状態となって

も、地域で安心し

て暮らせるよう地

域ケア体制の整

備や認知症高齢

者対策を進めるこ

とにより、家庭に

おける家族等の

介護負担の軽減

に取り組みます。

・高齢者が交通事

故や消費者被害

などにあわないよ

うに、地域での見

守りを進めます。

①

高

齢

者

等

が

安

心

し

て

暮

ら

せ

る

環

境

の

整

備

44

平

成

2

5

年

度

ね

ん

り

ん

ピ

ッ

ク

高

知

県

開

計画に基づく
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

認知症高齢者対策の推進

・認知症に関する正しい知識

の普及啓発

・介護者への支援と相談体制

の確立

・県内の認知症高齢者

H20：22,500人

H27：27,100人（いずれも推計）

【認知症に関する正しい

知識の普及・啓発】

・啓発パンフレットの作

成、配布

・認知症キャラバン・メイト

の養成研修を福祉保健所

単位で開催

・キャラバンメイトフォロー

アップ研修会の開催

・企業向け認知症サポー

ター養成講座を開催

・アルツハイマーデー記念

講演会の開催

・アルツハイマーデー街頭

活動

【介護者への支援と相談

体制の確立】

・認知症コールセンターの

開設

・電話相談員に対する研

修会の開催

・専門家を交えた事例検

討会

・講座の講師役である

キャラバンメイトの資質向

上により、幅広い人材を

活用した講座を展開

・将来的には各市町村が

主体となって講座を展開

し、地域での支援体制に

つなげる

・県内企業への講座開催

の働きかけ

・認知症コールセンターの

住民への周知及び相談

体制の更なる充実

・市町村が主体となった

県全域へのサポーター

養成の普及

・コールセンターの相談

機能の充実

・県全域

へのサ

ポーター

養成の普

及

・コールセ

ンターの

普及拡大

・認知症に対する

正しい知識の普及・

啓発活動の充実・

拡大

・各市町村主体で

の認知症サポー

ター養成講座の展

開

・キャラバンメイトが

地域支援の核と

なって活動できる

体制づくり

・電話相談員の対

応技術の強化

・地域住民への周

知によりコールセン

ターの認知度を高

め、相談件数の増

加につなげる

高齢者福祉課

交通安全、消費生活等に関

する情報提供と意識啓発

・情報紙「くらしネット

kochi」の発行

・高齢者及び高齢者周辺

者対象の出前講座の実

施

・情報紙「くらしネット

kochi」の発行

・高齢者及び高齢者周辺

者対象の出前講座の実

施

・情報紙「くらしネット

kochi」の発行

・高齢者及び高齢者周辺

者対象の出前講座の実

施

県民生活・男女

共同参画課

・女性、男性にか

かわらず高齢者

の誰もがいつまで

も元気で暮らすた

めに、介護予防や

生きがいづくりの

推進に取り組みま

す。

・たとえ介護が必

要な状態となって

も、地域で安心し

て暮らせるよう地

域ケア体制の整

備や認知症高齢

者対策を進めるこ

とにより、家庭に

おける家族等の

介護負担の軽減

に取り組みます。

・高齢者が交通事

故や消費者被害

などにあわないよ

うに、地域での見

守りを進めます。
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施 施 施

障害者が生き生

きと暮らせる地

域づくりを進め

ます。

地域の相談支援体制の充実

強化

・パーキングパーミット制度の

実施

・障害者等用駐車区画に利用

の対象とならない人が駐車を

している。

・駐車場管理者は、駐車して

いる車両を見ただけで適正な

利用をしているかどうかを判

断することは困難（注意できな

い）

・障害のある方や高齢の方な

ど移動に配慮が必要な方等に

県内で共通する利用証を交付

し、必要な駐車スペースを確

保できるようにする制度が必

要

こうちあったかパーキング

（高知県障害者等用駐車

場利用証交付）制度の導

入

①利用者を明確にす

　るために、対象者に

　利用証を交付する。

②施設管理者の協力

　により、対象駐車場

　を登録のうえ駐車場

　に表示

③利用者は、対象駐

　車場を利用する際

　には利用証を掲示

H22.7　制度のPR、

　　　　 事業所への協

　　　　 力依頼

H22.8　パブリックコメ

　　　　 ント実施

H22.10　要綱制定

H23.1　 協力事業所

　　　　　の登録、登

　　　　　録事業所の

　　　　　周知

H23.2　 利用制度開

　　　　　始

　　　　　中国四国各

　　　　　県との相互

　　　　　利用協定締

　　　　　結

制度のPR、啓発を実施

　協力施設数・利用証

　交付者数の増加

障害のある方への理

解の促進

県有施設への路面標

示シートの設置

協力施設（民間事業

所・市町村等）の路面

標示シート・立て看板

等設置に対する助成

全国の制度実施県で

の相互利用協定締結（予

定）

協力施設・対象駐

車場・利用証交付

者数の増加

・障害者等用駐車

場の適

  正な利用が図ら

れる。

・障害のある人もな

い人も

 安心して暮らせる

人にや

 さしいまちづくりの

実現

障害保健福祉

課
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

障害者の就労促進と工賃アッ

プ

・働く場の確保

・民間企業の障害者雇用率が法定雇

用率を突破

・市町村等において３分の１の自治体

が法定雇用率未達成

・障害基礎年金と合わせても経済的自

立が困難な工賃水準にとどまってい

る。

企業訪問活動

企業での職場訓練

実習生受入企業の確保

Ａ型事業所の新設支援

経営コンサルタント派遣

事業

・働く場の更なる確保と職

域の拡大

・市町村等の法定雇用率

達成

・施設の運営に企業的な

経営手法の導入

・企業訪問による啓発

・介護員資格取得研修

・農業分野への就労促進

・市町村等への雇用の要

請

・障害者施設商品のＰＲ

・官公庁からの発注促進

・働く場の更なる確

保と職域の拡大

・市町村等の法定

雇用率達成

・施設の運営に企

業的な経営手法の

導入

・一人ひとりの能力

を活かし働くことが

できる社会の実現

・障害基礎年金と

工賃を併せて経済

的自立を実現

障害保健福祉

課

早期発見・早期療育支援体

制づくり

・発達障害の早期療育体制

の整備

・早期発見・早期療育の体制

整備は不十分

・発達障害に関する専門医が

不足

・地域の療育機関が不足

・H19～発達障害者支援

開発事業

・H22～発達障害者支援

体制推進事業

・早期発見・早期療育の

支援体制づくり

・発達障害専門医養成研

修

・地域の療育機関の整備

促進

・早期発見・早期療育に

取り組む市町村への支

援

・早期発見に関する研修

会の開催

・ペアレントメンター養成

研修

・発達障害に関する専門

医研修

・地域療育機関への支援

・すべての市町村

で早期発見・早期

療育の支援体制づ

くりができる

・発達障害専門医

が増加する

・地域の療育機関

が整備される

県内どこに住んで

いても必要な時に

必要な支援が提供

できる体制の確立

障害保健福祉

課

ホームページや情報紙などに

よる情報提供（高知県国際交

情報誌として国際交流教会の活動や

県内の民間国際関係団体の紹介、海

外在住の県内出身者からの近況報告

など年２回発行。また、ホームページ

国際交流教会の活動などの情

報を「ＷＩＮＤＯＷ」という機関紙

に掲載。年間２回、各２６００部発

行して広く県民や在住外国人に

機関紙の発行やホームページや

携帯サイトからの情報提供の継

続に加え、外国語ホームページ

機関紙やホームページ、携帯

サイトの内容充実、また外国語

ホームページの内容も充実さ

機関紙発行部数：２６０

０部

発行頻度：年に２回以上

ホームページ更新：月に

機関紙発行やホーム

ページからの情報提供

の継続、拡充を行い、ま

た外国語ホームページ

についても英語、中国

語、韓国語のページに

文化・国際課
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障害者が生き生

きと暮らせる地

域づくりを進め

ます。
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よる情報提供（高知県国際交

流協会）

など年２回発行。また、ホームページ

や携帯サイト、インターネットにより内

外の国際交流情報などの情報を広く

県民や県内在住外国人に提供する。

行して広く県民や在住外国人に

伝えている。また、ホームページ

や携帯サイトから広く県民に活

動や民間国際交流活動の情報

提供に努めた。

続に加え、外国語ホームページ

の充実を図り県内在住外国人や

外国人観光客への情報提供の

強化を図っていく。

ホームページの内容も充実さ

せ、更なる情報提供強化に努

める。そして、メルマガ登録者

の人数も増やしていく。

ホームページ更新：月に

１回以上

メルマガの配信：月に１

回以上

語、韓国語のページに

ついて内容を充実させ

更なる情報提供強化に

努め、在住外国人や外

国人観光客が楽しめ、

役に立つ情報の提供を

行っていく。

文化・国際課

外国人への日本語講座の開

催（高知県国際交流協会）

日本語が不自由な外国人を対象に、

日常生活に適応できるよう基礎的な日

本語講座を開設。４０名以上の受講

者。

初級Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの各コースと漢字

読み書きコースを設け、年間計３

０回講座を開催。

講座の継続と、質の高い講座の

開催、また家庭や仕事の事情で

夜の教室や土曜日の講座に参

加できない外国人のための講座

を平日の昼間に設置。そして、こ

ういった講座の存在を広くＰＲす

る。

教室の継続、ＰＲ。また、平日昼

間の日本語教室を開催し、外国

人の多様な生活状況に対応で

きるようにする。

講座の継続、ＰＲに

より講座の受講生

を５０名以上に増

やし、在住外国人

が日本での日常生

活に困らないよう

努める。

継続した講座の開

設やＰＲにより受講

者を増やし、また多

種多様な外国人の

生活スタイルに対

応できるようにし、

日本での日常生活

に困ることのないよ

うにする。

文化・国際課

日本語ボランティア講師の養

成（高知県国際交流協会）

日本語の不自由な県内在住外国人に

日本語を教えることのできるボランティ

ア講師を養成するため講座を開設。

能力別にコースを設け一定期間受講

してもらう。

初級コース、スキルアップコー

ス、日本語ボランティア研修とそ

れぞれ受講してもらいボランティ

ア講師となってもらう。

登録者数：約２２０名

初級コースについては受講者数

がある程度達したので、これから

はもっと講師の質を高めるため

スキルアップコースやボランティ

ア研修に力を入れる。また、ボラ

ンティア講師の認知度を高め、

広く活用してもらうためのための

チラシなどを制作し発行する。

講師の養成講座の継続、講師

の質の向上、講師の認知度を

高め広く活用してもらうようＰＲ。

毎年スキルアップコース

３０名、日本語ボランティ

ア研修５０名に受講して

もらい現在の約２２０名

のボランティア講師の質

の向上に努める。また、

ボランティア講師の質の

向上と認知度を高めるこ

とでうまく講師を活用し、

高知に在住する外国人

に日本語を覚えてもらい

不自由なく日本で暮らし

てもらう環境整備を行

う。

文化・国際課

外国人が安心して相談できる

体制の充実（高知県国際交

流協会）

県内在住外国人外国人留学生などの

人権・生活相談の窓口を開設を開設。

毎年度継続して窓口を開設。

人権･生活相談窓口の継続、窓

口のＰＲ、多言語に対応できるよ

うする。

窓口の継続、ＰＲ、拡充

相談件数：１０件以

上

言語：英語、中国･

韓国語

相談員を増員し件

数、内容ともに充実

した窓口にする。

文化・国際課

外国人と共に生

きる地域づくりを

進めます。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

外国人と共に生

きる地域づくりを

進めます。

生活情報冊子の発行（高知

県国際交流協会）

２ヶ月に１回高知の文化や歴史、生活

等に関係する情報を英語、日本語ル

ビ付きの２カ国語で発行。

各号１２００部発行。

様々な高知の情報を集め、生活

情報誌として発行し、各市町村

や英会話教室、外国人の集まる

レストランなどに配布。

南海地震対策についてや緊急時

についてなど生活に密着した情

報や高知の文化などを紹介。同

時にブログなどでも英語で情報

を発信し、更なる情報発信の強

化に努める。さらに、中国語など

他の言語での情報誌を発行す

る。

３ヶ月に１回の情報誌の発行

と、ブログでの情報発信の開

始。情報発信の強化に努める。

さらに中国語の生活情報冊子

を作成する。

発行部数：１２００

部

発行頻度：三ヶ月

に１回

少なくとも１週間に

１回のブログの更

新

県内在住のほとん

どの外国人が情報

誌を見て、またブロ

グや情報誌を活用

し生活するようにな

る。

文化・国際課 45

職業能力開発訓練の充実

【再掲】

・母子家庭等就業・自立セン

ター登録者数

H22　213名（うち職業訓練等

受講者数54名）

・マザーズサロン高知の新規

求職者数

H22　1,141件

・長期失業状態にある母

子家庭の母等の職業的

自立の促進（訓練手当の

支給）

・託児サービス付職業訓

練の実施

・公共職業安定所との連

携

・求職者支援制度との調

整

就職率：65％

雇用労働政策

課

就業支援センター（ジョブカ

フェ）事業の充実【再掲】

・H23.3月末の新規高卒者の

就職内定率91％.。

・新規大卒者の就職内定率は

86.3％。

・若年者のH23.3月末有効求

人倍率0.42

若年者の求職者数89,191人で

厳しい状況にある

・しごと体験枠の拡充

・キャリアカウンセラーの

増員

・本部及び幡多サテライト

に広報員を配置

・新規学卒者（卒後3年以

内）への支援

・第一次産業、介護・福祉

分野への就業促進

・本部及び幡多サテライト

に広報員を配置

ジョブカフェ利用者

の就職者数800人

雇用労働政策

課
雇用・就業の安

定に取り組みま

す。
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・ジョブカフェの機能強化

・職業訓練の充実

生活・就労相談の実施

・ハローワークジョブセンター

はりまやで、求職者に対して、

生活・就労相談を実施

相談件数：月２０件程

・ハローワークと連携し、

求職活動の際に、生活相

談もできる体制を確保し、

各種相談に対応

・緊急基金での実施はＨ

23年度末まで。

・Ｈ24以降はハローワーク

の相談体制の中で当該機

能の維持を図る。

雇用労働政策

課

女性のチャレンジ・エンパ

ワーメント支援【再掲】

未だ女性のリーダーは少ない

・県議会議員における女性議

員割合　5.3%(H22.5.1)

・高知県職員の管理職におけ

る女性委員の割合

6.1%(H22.5.1)

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

（ソーレ）

・「女性リーダー養成講

座」の実施

・女性のチャレンジ・エン

パワメント支援事業の実

施

キャリアアップや再

就職を目指す女性

の支援のため講座

や研修を実施す

る。

女性リーダーが増

加することにより、

男女が共に参画す

る社会の実現

県民生活・男女

共同参画課

母子家庭就業自立支援

○母子家庭等就業・自立支援

センターにおいて自立に向け

た支援

・相談件数　1552件

・就職決定者　113人

・移動相談実施数　19回

○母子家庭の母に対し職業訓

練等を受ける際の生活費等の

給付

・給付人数　15人

○母子家庭等就業・自立

支援センターにおいて自

立に向けた支援

○母子家庭の母に対し職

業訓練等を受ける際の生

活費等の給付

○母子家庭等就業・自立

支援センターにおいて自

立に向けた支援

○母子家庭の母に対し職

業訓練等を受ける際の生

活費等の給付

ひとり親家庭等が

自立し、安心して暮

らせる環境

児童家庭課

父子家庭の地域での孤立の

背景にある固定的性別役割

分担意識の解消に向けた広

報、啓発活動

未だに残る男女の不平等意

識

・実生活での男女共同参画平

等意識

　家庭生活　53％

　地域活動　32.3%％

　しきたり・慣習等　70.7％

ソーレを中心に、ソーレ広

報誌（ソーレ・スコープ、メ

ルマガ）、各種講演研修

会の開催。県の広報手段

（広報誌、ラジオ）を活用し

ての周知

こうち男女共同参画セン

ターを拠点として、広報誌

作成や講演、研修会の開

催等啓発事業の他、図書

等利用ＰＲ事業を実施。

県広報誌などによる周

知。

ソーレを拠点とした広報

活動、県広報誌などによ

る広報活動

県民意識

調査
父子家庭が地域で

孤立する背景にあ

る固定的性別役割

分担意識の解消

県民生活・男女

共同参画課

安心して親子が

生活できる環境

づくりに取り組

みます。

女

へ

の

支

援

47

・相談事業の実施

（相談者数（想定）250人）
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

社会的自立に困難を抱える

若者への支援

・若者サポートステーションに

よる就学や就労に向けた支

援

若者サポートステーションの実

績

○こうち若者サポートステー

ションの利用状況

　・登録者数8人

　・来所延べ人数309人

　・来所相談延べ件数114件

　・進路決定者8人

○高知黒潮若者サポートス

テーションの利用状況

　・登録者数7人

　・来所延べ人数186人

　・来所相談延べ件数49件

　・進路決定者7人

Ｈ19～22の若者サポート

ステーションの実績（累

積）

○若者サポートステーショ

ン（こうち・黒潮）における

継続利用者の進路決定

率52%

○こうち若者サポートス

テーションの利用状況

　・登録者329人

　・来所延べ人数11,060人

　・来所相談延べ件数

4,844件

　・進路決定者113人

○高知黒潮若者サポート

ステーションの利用状況

　・登録者数207人

　・来所延べ人数4,650人

　・来所相談延べ件数

1,091件

　・進路決定者76人

○保護者相談会等の実

施

　・フォーラム・セミナー・

相談会等の開催（3回）

○中学校卒業時及び高

校中途退学時の進路未

定者を若者サポートス

テーションへ誘導するた

めの個人情報保護の整

備

○高校中退時の進路未

定者を若者サポートス

テーションに確実に繋ぐた

めの高校との連携強化

○訪問支援の強化

○学校、関係機関、県民

への周知

○若者サポートステーショ

ンスタッフのスキルアップ

○就学希望者への学習

支援の強化

○若者サポートステー

ションへの業務委託

　・個別相談、就学・就労

　 に向けた支援

　・高校と連携した中退

者

　 の進路支援

　・訪問支援　他

○広報啓発活動

　・学校関係者、関係機

関

　 への周知

　・地区別連絡会議の開

　 催（県内5地区）

○保護者学習会等の開

催

　・セミナー(2日)

・若者サポートス

テーション（こうち・

黒潮）における進

路決定率60%

生涯学習課

47

自立に向けた力

を高めるよう支

援します。

②

貧

困

な

ど

さ

ま

ざ

ま

な

生

活

上

の

困

難

に

直

面

す

る

男

女

へ

の

支

援

（

２

）

高

齢

者

等

が

安

心

し

て

暮

ら

せ

る

環

境

の

整

備

３

　

環

境

を

整

え

る

民生委員・児童委員活動の

充実

・活動しやすい環境づくり

・研修の実施

・地域見守り協定の締結と活

動のPR（７事業者と協定締結）

・活動ハンドブックの作成

・活動ジャンパーの作成

・活動費の助成

・地域の実情に合わせた

ブロック別研修の開催

・見守り協定の締結

・活動ハンドブックの活用

・民生委員・児童委員と行

政との意見交換会の開催

・協定事業者の拡充

・複雑化する地域ニーズ

に対応できるよう研修の

充実を図る

民生委員・児童委

員と行政等関係機

関との密な連携と

ともに、地域住民

からの理解・周知

が進み、民生委

員・児童委員が活

動しやすい環境を

実現する。また、研

修等の充実により

民生委員・児童委

員に必要な知識、

技術の習得を目指

す。

地域福祉政策課

DV被害者の保護と自立支援

(H22年度　女性相談支援セン

ター）

・相談受付件数　1,631件

・一時保護（同伴児者含む）

82世帯136人（延べ1,776人）

・一時保護した暴力被害

女性の自立に向けた取組

の実施

・自立支援施設の運営

・民間シェルター運営に係

る補助

・一時保護した暴力被害

女性の自立に向けた取組

の実施

・自立支援施設の運営

・民間シェルター運営に係

る補助

・一時保護した暴力被害

女性の自立に向けた取

組の実施

・自立支援施設の運営

・民間シェルター運営に

係る補助金

安心できる保護か

ら自立への実施

県民生活・男女

共同参画課

・活動しやすい環境づくり

・必要な知識技術の取得
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

ピアカウンセラー（思春期の

性や自己決定に関心のある

学生）の養成【再掲】

・ピアカウンセラーの養成

（19年度まで）

・ピアカウンセラーの養成 ・ピアカウンセラー養成

講座実施

健康対策課

子どもの発達段階に応じた性

に関する教育の実施【再掲】

･高校等で性に関する講

話を実施

健全な心と体を維持する

ための教育を行う。

　・女子高校生ハンド

　　ブック配布

　・出前授業実施

・女子高校生ハンドブック

作成、配布

・出前授業実施

・ 女 子 高

校生ハン

ドブック配

布

・ 出 前 授

業実施

健康対策課

子どもの発達段階に応じた性

に関する教育の実施【再掲】

児童生徒の身体的、生理的発

達が早まっており、性に関する

意識や価値観が多様化すると

ともに、児童生徒を取り巻く家

庭環境や社会環境も大きく変

化している。

・子どもの発達段階に応じ

た性教育の実施。

・性教育用教材の作成

○指導者用資料「いきい

き心と体の性教育」（改訂

版）を作成し、県内の公立

学校へ１冊ずつ配付

○「みんなで取り組もう!!

『性に関する教育』」と題し

た指導啓発用リーフレット

を全教職員及び学校医・

学校歯科医・学校薬剤師

に配付

各学校で、学習指導要領

に則り、児童生徒の発達

段階に応じた性に関する

教育を実施する。

学校の教育活動全体で組

織的・効果的に性に関す

る教育を実施できるよう教

育計画に位置付ける学校

を増やす。

児童生徒の意識・行動変

容に結び付く｢性に関する

教育｣の研究普及を図る。

教職員対象の指導者研

修会等を開催する。

心身の発育・発達

や健康について基

礎的な知識を確実

に身に付けた子ど

も、また性感染症

等の予防などに関

する基礎的な知識

を確実に身に付け

た子ども、生命の

尊重や自己及び他

者の個性を尊重

し、相手を思いやり

望ましい人間関係

を構築することがで

スポーツ健康教

育課

・21年度十代の人工妊娠中絶

実施率：11.5（女子千対）

人工妊娠中絶実施件数：172

件

（

3

）

生

涯

を

通

じ

た

か

ら

だ

と

こ

こ

ろ

の

健

康

支

援

３

　

環

境

を

整

え

る

女性の身体・健

康に関する自己

決定が尊重され

る社会づくりを

進めます。

48

①

自

己

決

定

の

尊

重

・義務教育期間中

にすべての児童生

徒が十分な性教育

を受け、安全な行

動選択ができる若

者が増えることに

よって、望まない妊

娠が少なくなり、人

工妊娠中絶件数が

減少する。

・医療機関での術

後の教育等の充実

により、中絶を繰り

返す者がいなくな

る。

・人工妊娠中絶件

数の減少

・人工妊娠中絶実

施率：全国以下

・15歳未満の人工

妊娠中絶者0人

に配付 教育｣の研究普及を図る。

人間関係づくりを基盤とし

た性に関する教育を実施

する。

を構築することがで

きる子ども、自分の

将来の夢を実現す

るための自己選択

ができる子どもを育

成する。

②

生

涯

を

通

じ

た

健

康

支

援

女性と男性が生

涯を通じて健康

に生きることの

できる環境を整

えます。

思春期相談センター「PRINK」

における性に関する相談・啓

発の実施【再掲】

・21年度十代の人工妊娠

中絶実施率：11.5（女子千

対）

人工妊娠中絶実施件数：

172件

・電話、面接、メール相談

実施

・電話、面接、メール相談

実施

・高校等への性に関する

リーフレットの配布

・電話、面接、メール相談

実施

・高校等への性に関する

リーフレットの配布

・人工妊娠中絶

件数の減少

・人工妊娠中絶

実施率：全国以

下

・15歳未満の人

工妊娠中絶者0

人

・義務教育期間

中にすべての児

童生徒が十分な

性教育を受け、

安全な行動選択

ができる若者が

増えることによっ

て、望まない妊娠

が少なくなり、人

工妊娠中絶件数

が減少する。

・医療機関での

術後の教育等の

充実により、中絶

を繰り返す者が

いなくなる。

健康対策課 50
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

こうち男女共同参画センター

「ソーレ」における相談の実施

（こころの相談、健康相談、男

性相談等）

こうち男女共同参画センター

「ソーレ」においてこころの相

談、健康相談、男性相談等の

相談業務を実施

こうち男女共同参画セン

ター「ソーレ」における相

談の実施（こころの相談、

健康相談、男性相談等）

H22年度相談件数1,283件

こうち男女共同参画セン

ター「ソーレ」における相

談の実施（こころの相談、

健康相談、男性相談等）

こうち男女共同参画セン

ター「ソーレ」における相

談の実施（こころの相

談、健康相談、男性相談

等）

県民生活・男女

共同参画課

人権（女性）相談業務の実施

国においては地方法務局で人

権相談に対応するとともに、毎

年６月１日には特設人権相談

所を開設している。また、県や

市町村の人権啓発担当課に

おいても、日々の業務の中で

相談にも対応している。

ホームページ等で広報

し、電話や来所による相

談に対し、関係機関との

連携も図りながら対応を

行っている。

今後もホームページ等で

広報し、来所や電話等に

よる人権相談に対し、関

係機関との連携を図りな

がら対応していく必要が

ある。

人権相談に対し、

関係機関との連携

を図り、助言等対

応していく。

人権課

思春期電話相談の実施【再

掲】

・21年度十代の人工妊娠中絶

実施率：11.5（女子千対）

人工妊娠中絶実施件数：172

件

・電話相談実施 ・電話相談実施 ・電話相談実施 ・人工妊娠中絶件

数の減少

・人工妊娠中絶実

施率：全国以下

・15歳未満の人工

妊娠中絶者0人

・義務教育期間中

にすべての児童生

徒が十分な性教育

を受け、安全な行

動選択ができる若

者が増えることに

よって、望まない妊

娠が少なくなり、人

工妊娠中絶件数が

減少する。

・医療機関での術

後の教育等の充実

により、中絶を繰り

返す者がいなくな

る。

健康対策課

50

女性と男性が生

涯を通じて健康

に生きることの

できる環境を整

えます。

②

生

涯

を

通

じ

た

健

康

支

援

（

3

）

生

涯

を

通

じ

た

か

ら

だ

と

こ

こ

ろ

の

健

康

支

援

３

　

環

境

を

整

え

る

る。

保健所における性や身体に

関する相談の実施

・22年度（高知市除く）

　不妊相談：71件

　不妊治療費助成

　　　　　　：178件

・各福祉保健所で不妊相

談を実施

・不妊に悩む方を対象とし

た不妊セミナー、交流会

の開催

・担当職員の資質向上の

ための研修を実施

相談体制の充実

・各福祉保健所で不妊相

談を実施

・不妊に悩む方を対象とし

た不妊セミナー、交流会

の開催

・担当職員の資質向上の

ための研修を実施

・各福祉保健所で不妊相

談を実施

・不妊に悩む方を対象と

した不妊セミナー、交流

会の開催

・担当職員の資質向上の

ための研修を実施

（設定困難） ・身近な福祉保健

所において性や身

体に関する様々な

相談に対応できる

ようになる。 健康対策課

周産期医療の充実

・22年周産期死亡率

　　3.6（全国4.2）

・22年乳児死亡率

　　2.7（全国2.3）

・総合周産期母子医療セ

ンターへの運営費補助

・産婦人科医等や新生児

担当医に手当を支給する

医療機関等への補助

周産期医療体制の維持

・総合周産期母子医療セ

ンターへの運営費補助

・産婦人科医等や新生児

担当医に手当を支給する

医療機関等への補助

・総合周産期母子医療セ

ンターへの運営費補助

・産婦人科医等や新生児

担当医に手当を支給す

る医療機関等への補助

・周産期死亡率、

乳児死亡率：全

国平均以下

・県内で安心して生

み育てられる環境

をつくる。

健康対策課

薬物乱用防止に関する普及・

啓発の促進

全国では、若年層を中心に大

麻やMDMA等の合成麻薬の

乱用が高水準で推移してお

り、これから本県での乱用も憂

慮される状況にある。

キャンペーンの実施等に

よる薬物乱用防止対策の

推進

若年層を中心に薬物乱用

教室やキャンペーンの実

施等による薬物乱用防止

対策の推進

薬物乱用教室、キャン

ペーンの実施

薬物乱用のない地

域社会

医事薬務課
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

薬物乱用防止に関する普及・

啓発の促進

都市の若者を中心に、大麻や

ＭＤＭＡ等の合成麻薬の薬物

乱用が増えている。

薬物へのゲートウエイで

あるたばこや、アルコール

なども含めて、児童生徒

の薬物乱用の防止に向

け、各種研修会の開催や

広報・啓発に取り組んで

来た。

①薬物乱用防止教育研

修会の開催

②薬物乱用防止のための

広報・啓発

③学校における薬物乱用

防止教育の実施

引き続き、薬物へのゲー

トウエイであるたばこや、

アルコールなども含めて、

児童生徒の薬物乱用の

防止に向け、各種研修会

の開催や広報・啓発に取

り組んでいく。

①薬物乱用防止教育研

修会の開催

②薬物乱用防止のための

広報・啓発

③学校における薬物乱用

防止教育の実施

全学校で薬物乱用

防止教育の推進

各学校での実施率

１００％を目指す

スポーツ健康教

育課

薬物乱用防止に関する普及・

啓発の促進

○平成２２年１２月９日に、「薬物

対策重点強化プラン」推進計画を

策定し、「薬物乱用を拒絶する機

運の醸成」「いわゆる運び屋方式

等による薬物密輸事犯への対

処」「サイバー空間からの薬物密

売事犯の根絶」「薬物再乱用防止

に向けた取組みの強化」の４項目

を重点におき、行政、取締りの両

面から、薬物乱用防止に向けて

取り組んでいる。

○小・中・高・大学校等に

おいて、薬物乱用防止教

室を開催している。

○薬物乱用防止に向け、

関係機関と連携して合同

キャンペーン等を実施して

いる。

○初犯被疑者等に対する

薬物再乱用防止に向けた

情報提供を実施してい

る。

○左記従前の取組みを一

層徹底するとともに、イン

ターネット掲示板に氾濫し

ている薬物密売広告の取

締り及び削除を徹底す

る。

○運び屋方式等の薬物

密輸事犯を抑止するた

め、海上保安庁・税関・入

国管理局等と連携し、取

締り・広報の強化を徹底

する。

すべての小・中・

高・大学におい

て、薬物乱用防

止教室を開催す

る。

・薬物供給の遮

断と需要の根絶

・薬物乱用を拒絶

する社会の形成

組織犯罪対策

課

女性と男性が生

②

生

涯

を

通

じ

た

健

康

支

援

（

3

）

生

涯

を

通

じ

た

か

ら

だ

と

こ

こ

ろ

の

健

康

支

援

３

　

環

境

を

整

え

る

薬物乱用に関する相談・カウ

ンセリングの充実

H22年度相談件数：50件

相談専用電話を設置し、

乱用者及び乱用に悩む家

族に適切な措置を講じ、

保健医療、福祉の関係機

関や自助グループと連携

し、乱用者及び家族への

ケアができる体制づくりを

推進

薬物乱用者及びその家族

へのケアができる体制づ

くりの推進

継続的な相談業務の実

施

薬物乱用者及び乱

用に悩む家族が存

在しない地域社会

医事薬務課

学校におけるHIV（エイズ）、

性感染症に関する教育の推

進

・小学校への出前講座

　15校、19回、384人が

　参加。（22年度）

・大学祭でのエイズ予防キャン

ペーン

　参加者 121人（22年度）

・１保健所が管内の小学

校で、小学６年生を対象

に、ＨＩＶ及び性感染症に

関する出前講座を実施。

・大学祭で、ＨＩＶクイズを

実施、ＨＩＶ予防啓発パン

フレット・ＨＩＶ検査周知チ

ラシを配布する。

ＨＩＶ感染症等のまん延防

止のための予防啓発

・小学校への出前講座及

び学校主体で実施する性

教育授業の支援

・大学祭でのエイズ予防

キャンペーンの実施

・小学校への出前講座及

び学校主体で実施する

性教育授業の支援

・大学祭でのエイズ予防

キャンペーンの実施

（設定困難）

ＨＩＶ感染症等への

感染及びまん延を

防止することができ

る。

健康対策課

学校におけるHIV（エイズ）、

性感染症に関する教育の推

進

ＨＩＶ（エイズ）、性感染症も含

めた性に関する教育実施状況

小学校：96.5％　中学校：

93.1％　高等学校：88.7％　特

別支援学校：66.7％

保健体育科の授業及び、

産婦人科医や助産師等

の専門家等を学校に招聘

し、研修会等を開催した。

引き続き、保健体育科の

授業での学習に加え、産

婦人科医や助産師等の

専門家等を学校に招聘

し、研修会等を開催する

など、学校におけるHIV

（エイズ）、性感染症に関

する教育の推進に取り組

んでいく。

（「性に関する教育」推進

事業）

効果的指導方法の研究

専門医等の派遣（50回予

定）

性に関する教育指導者

研修会の開催（8月26日

参加者100人予定）

全学校でHIV（エイ

ズ）、性感染症に関

する教育の推進

各学校での実施率

１００％を目指す

スポーツ健康教

育課

50

女性と男性が生

涯を通じて健康

に生きることの

できる環境を整

えます。

39



こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

HIV（エイズ）に関する相談、

検査の実施

・22年度（高知市除く）

　ＨＩＶ相談：27件

　ＨＩＶ検査：70件

・電話または面接による

相談の実施

・保健所における検査の

実施

ＨＩＶ感染症等の早期発

見・早期治療及び検査・

相談体制の充実

・電話または面接による

相談の実施

・保健所における検査の

実施

・電話または面接による

相談の実施

・保健所における検査の

実施

（設定困難） ・身近な福祉保健

所において、ＨＩＶや

性感染症等に関す

る相談への対応及

び検査を実施する

ことにより、不安軽

減及びＨＩＶ感染症

等の早期発見・早

期治療ができる。

健康対策課

自殺対策の推進

県内の自殺者数は、平成１０

年以降２００人を超えて推移

し、平成２２年は１９７人だった

が、自殺死亡率（人口１０万

対）は２５．７（全国第９位）で

あり全国的にも高いｌ水準にあ

る。自殺者の性別では男性が

約７割を占める。年齢別では６

５歳以上が最も多く次いで５０

歳代が多い。原因・動機別で

平成１９年から自殺対策

連絡協議会及び庁内連

絡会を設置、平成２１年４

月には高知県自殺対策

行動計画を策定し、総合

的な自殺対策の推進を

図っている。特に、普及啓

発の推進、こころの健康

づくりとうつ病の早期発

見・早期治療の促進、相

・普及啓発の促進

・相談支援体制の充実・

強化

・うつ病の早期発見・早期

治療の体制づくり

・多重債務の相談機関や

ハローワークと連携した

取組

・高齢者と在宅介護者に

対する支援

・自殺未遂者及び自死遺

族に対する支援

・市町村等の行政相談機

・自殺予防週間等を活用

したキャンペーン等によ

る普及啓発

・自殺予防情報センター

を中心とした相談支援体

制の充実・強化

・かかりつけ医うつ病対

応力向上研修や認知行

動療法研修の実施

・かかりつけ医・精神科

医ネットワークづくり事業

・多重債務相談等との合

同相談会

・高齢者こころのケアサ

ポーター養成研修

・自死遺族の分かち合い

の会や遺族のための講

演会開催

・自殺未遂者支援の仕組

自殺死亡率を平成

１７年と比較して２

０％以上減少させ

る（平成２８年の自

殺死亡率（目標）：２

３．７以下）

障害保健福祉

課

50

女性と男性が生

涯を通じて健康

に生きることの

できる環境を整

えます。

②

生

涯

を

通

じ

た

健

康

支

援

（

3

）

生
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じ

た

か

ら

だ

と

こ

こ

ろ
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健

康

支

援

３

　

環

境

を

整

え

る

歳代が多い。原因・動機別で

は、うつ病などの健康問題が

最も多く、次いで負債などの経

済・生活問題が多い。

見・早期治療の促進、相

談・支援体制の充実、自

死遺族支援等取組みを進

めている。

・市町村等の行政相談機

関担当者や民生委員等

相談に従事する人材養成

・市町村及び民間団体の

取組に対する支援の強化

・いのちの電話の２４時間

化に向けた支援

・自殺未遂者支援の仕組

みづくり

・行政相談機関担当者や

民生委員等相談に従事

する人材養成研修の実

施

・市町村や民間団体が実

施する自殺対策事業へ

の支援

・いのちの電話の相談環

境整備や相談員養成へ

の支援

 ２４時間

化
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

ひきこもりの相談支援体制の

充実・強化

・ひきこもり地域支援センター

（20年度までは精神保健福祉

センター）への相談件数の大

幅増。（H19：14件→H20：19件

→H21：250件→H22：484件

（※電話189件、来所295件）

【相談機関等のネットワー

クの構築・強化】

・ひきこもり地域支援セン

ターの開設（H21.5～）

・ひきこもり支援者連絡会

議の開催（H21.6～）

・若者サポートステーショ

ンとのケース会議、情報

交換会の開催（毎月1回）

【人材育成】

・市町村の保健師や地域

活動支援センター職員等

を対象とした人材養成研

修等を実施。

【居場所づくり】

・家族サロン（H21.4～）や

青年期の集い（H21.12～）

の開催

【普及啓発の促進】

・相談機関リーフレットや

支援ガイドブックの作成・

配布による啓発を実施。

【ひきこもり専門外来の確

保】

・医療センター精神科病

棟の児童思春期の検討

会での検討。

【相談機関等のネットワー

クの構築・強化】

・関係機関との情報交換

会や学習会を定期的に実

施。特に教育委員会との

連携を図る。

【人材育成】

・市町村の保健師をはじ

め各種相談機関の職員を

対象に相談機能を向上さ

せるための研修会や講座

を実施し、人材養成を行

う。

【居場所づくり】

・圏域ごとに本人や家族

の居場所づくりを行う。

【個別支援の充実】

・長期間ひきこもり状態に

ある人に対し、多職種

チームによるアウトリーチ

（訪問）型支援を行ってい

く。

【普及啓発の促進】

・ひきこもりに関する正し

い知識の普及啓発や相

談機関の周知を図る。

【ひきこもり専門外来の確

保】

【相談機関等のネット

ワークの構築・強化】

・ひきこもり支援者連絡

会議の開催

・若者サポートステーショ

ンとのケース会議、情報

交換会の開催（毎月1回）

【人材育成】

・ひきこもり自立支援担

当者人材養成研修会の

開催

・ひきこもり支援者のため

の精神障害基礎講座の

開催

【居場所づくり】

・家族サロンや青年期の

集いの開催

・各圏域における居場

所・交流の場づくりへの

支援

【個別支援の充実】

・長期間ひきこもり状態

にある人に対し、多職種

チームによるアウトリー

チ（訪問）型支援を行って

いく。

【普及啓発の促進】

・支援ガイドブック、社会

資源集の作成・配布。

・ひきこもり普及啓発地

域研修会の圏域毎の開

・全ての市町村の

保健師、PSW、地

域活動支援セン

ター等に対する人

材養成研修の実施

・各圏域における

ひきこもり本人及

び家族の「居場所

づくり」

・ひきこもり専門外

来の確保

①ひきこもり地域支

援センターを中心と

する、ひきこもり本

人及び家族を支援

する体制の構築

②ひきこもり本人及

び家族に対する社

会参加、自立に向

けた支援システム

の確立

⑤ひきこもりに関す

る正しい知識の普

及

障害保健福祉

課

女性と男性が生

涯を通じて健康

に生きることの 50
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環

境
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え

る

域研修会の圏域毎の開

催。

性差に応じた健康支援（がん

検診）

平成21年度の市町村がん検

診受診率

・乳がん：20.1%

・子宮がん：15.4%

・イベント等での普及啓発

・無料検診の実施

（女性特有のがん検診推

進事業

・個別通知による受診勧

奨

・住民組織による受診勧

奨

・未受診理由の把握と原

因解消

・個別通知による受診勧

奨

・住民組織による受診勧

奨

・利便性向上対策

がん検診受診率

50％

・がん検診が特別

なものでなく、当た

り前のものとして受

け入れられる。

健康対策課

生涯にわたるスポーツ活動の

推進

本年度、未設置町村の中から

土佐町が設立準備委員会を

設置し、取組を始めた。

総合型地域スポーツクラブ育

成状況

設立：23市町村31クラブ　準備

中：1町1クラブ　（育成率

67.6％）

総合型地域スポーツクラ

ブの設立に向けての適切

な指導、助言やクラブの

経営面・事業面に関する

適切な指導、助言、巡回

指導を行ってきた。

総合型地域スポーツクラ

ブの推進のため、クラブ

運営の中核となる人材の

育成やクラブ間のネット

ワークづくりなどに取り組

んでいく。

（広域スポーツセンター

指導者派遣事業）

巡回指導

　・総合型地域スポーツ

クラブ創設への働きかけ

　・総合型地域スポーツ

クラブ未設置町村への地

域スポーツ振興の働きか

け

　・総合型地域スポーツ

クラブの育成支援

県民の誰もが生涯

にわたり健康で豊

かな生活を送るた

め、それぞれの年

代、個々の目的に

合ったスポーツが

できる環境づくり

県内全市町村に総

合型地域スポーツ

クラブの設立を目

指す（育成率１０

０％）

スポーツ健康教

育課

に生きることの

できる環境を整

えます。

50
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

DVや買売春の根絶啓発

配偶者等に対する暴力に関

する相談・カウンセリング対策

の充実

・DV防止法周知度（内容含

む）33.6%

・DVの周知度（内容含む）

80.2%

(H22年度　女性相談支援セン

ター）

・相談受付件数　1,631件

・一時保護（同伴児者含む）

82世帯136人（延べ1,776人）

・DV防止に係る広報、啓

発

・女性相談員による相談

及び指導の実施

・巡回相談及び法律相談

の実施

・自立支援施設の運営

・DV防止に係る広報、啓

発

・女性相談員による相談

及び指導の実施

・巡回相談及び法律相談

の実施

・自立支援施設の運営

・DV防止に係る広報、啓

発

・女性相談員による相談

及び指導の実施

・巡回相談及び法律相談

の実施

・自立支援施設の運営

DV防止法及びDV

の十分な理解

県民生活・男女

共同参画課

DVや買売春の根絶啓発

配偶者等に対する暴力に関

する相談・カウンセリング対策

の充実

マスコミ等を利用した広報によ

る啓発を実施。女性からの相

談体制を充実させるため、「女

性に対する暴力対策員」制度

を継続している。

マスコミ等を利用した広報

による啓発。「女性に対す

る暴力対策員」制度の継

続。職員に対する研修の

実施。男女間トラブル等

への組織的な対応と関係

機関との連携による保護

対策の推進。

専用相談電話「犯罪被害

者ホットライン」の設置・運

用。

これまでの取組の継続実

施し、職員の能力を向上

させるための研修を充実

させる。

警察職員の相談・

カウンセリング能力

の充実を図る。

生活安全企画

課、企画課

こうち男女共同参画センター

「ソーレ」における相談の実施

（こころの相談、健康相談、男

こうち男女共同参画センター

「ソーレ」においてこころの相

談、健康相談、男性相談等の

こうち男女共同参画セン

ター「ソーレ」における相

談の実施（こころの相談、

健康相談、男性相談等）

こうち男女共同参画セン

ター「ソーレ」における相

談の実施（こころの相談、

こうち男女共同参画セン

ター「ソーレ」における相

談の実施（こころの相

談、健康相談、男性相談

県民生活・男女

共同参画課

①

女

性

に

対

す

る

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶

女性と男性の間

に生じるあらゆ

る暴力のない社

会づくりを進め

ます。

市町村や児童

相談所、警察、

民間団体等との

連携を強化し、

（

４

）

女

性

に

対

す

る

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶

３

　

環

境

を

整

え

る

（こころの相談、健康相談、男

性相談等）【再掲】

談、健康相談、男性相談等の

相談業務を実施

健康相談、男性相談等）

H22年度相談件数1,283件

談の実施（こころの相談、

健康相談、男性相談等）

談、健康相談、男性相談

等）

共同参画課

人権（女性）相談業務の実施

【再掲】

国においては地方法務局で人

権相談に対応するとともに、毎

年６月１日には特設人権相談

所を開設している。また、県や

市町村の人権啓発担当課に

おいても、日々の業務の中で

相談にも対応している。

ホームページ等で広報

し、電話や来所による相

談に対し、関係機関との

連携も図りながら対応を

行っている。

今後もホームページ等で

広報し、来所や電話等に

よる人権相談に関係機関

との連携を図りながら対

応していく必要がある。

人権相談に対し、

関係機関との連携

を図り、助言等対

応していく。

人権課

DV被害者の保護と自立支援

【再掲】

(H22年度　女性相談支援セン

ター）

・相談受付件数　1,631件

・一時保護（同伴児者含む）

82世帯136人（延べ1,776人）

・一時保護した暴力被害

女性の自立に向けた取組

の実施

・自立支援施設の運営

・民間シェルター運営に係

る補助

・一時保護した暴力被害

女性の自立に向けた取組

の実施

・自立支援施設の運営

・民間シェルター運営に係

る補助

・一時保護した暴力被害

女性の自立に向けた取

組の実施

・民間シェルター運営費

補助金

安心できる保護か

ら自立への実施

県民生活・男女

共同参画課

配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための基

本計画の推進

・現行計画策定期間19～23年

度

・23年度中に次期計画を策定

高知県DV被害者支援計

画の推進

高知県DV被害者支援計

画の推進

第2次高知県DV被害者

支援計画の策定

高知県

DV被害

者支援計

画の推進

支援計画の着実な

推進によるDV被害

の減少

県民生活・男女

共同参画課

配偶者暴力相談支援セン

ター（女性相談支援センター）

の機能の充実

(H22年度　女性相談支援セン

ター）

・相談受付件数　1,631件

・一時保護（同伴児者含む）

82世帯136人（延べ1,776人）

休日及び夜間電話相談

等の実施

・休日及び夜間電話相談

等の実施

・被害者に対するケアの

充実強化

・休日及び夜間電話相談

等の実施

・被害者に対するケアの

充実強化

配偶者暴力相談支

援センターの機能

の周知

県民生活・男女

共同参画課

53

連携を強化し、

相談等の機能

の充実を図りま

す。

配偶者からの暴

力を未然に防止

するため、交際

相手間の暴力

防止に関する啓

発を行います。
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こうち男女共同参画プラン5カ年計画

【資料４】

目標事業量 目指すべき姿

テーマ・体系 H26 担当課室

該当

ペー

ジ

目指すべき姿・目標事業量（H27)

H23 H24 H25取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H27取組の方向

女性に対する暴力防止ネット

ワークの構築、連携の強化

（H22年度）

DV対策連携支援ネットワーク

会議・研修会の開催　参加者

32団体、53人

DV被害者支援関係職員実務

研修会の開催

（3か所）参加者80人

・ＤＶ対策連携支援ネット

ワークの拡充

・各種研修会等による連

携の強化及び支援スキル

の向上

・ネットワーク参加機関の

拡充

・ネットワーク会議や各種

研修会等の実施を通じた

連携の強化及び参加機

関の意識レベルの統一

DV対策連携支援ネット

ワーク会議及び各種研

修会の実施

ネットワークによる

セーフティーネット

の構築

県民生活・男女

共同参画課

相談関係者に対する研修・啓

発

（H22年度ソーレ）

相談員スキルアップ研修　3回

開催（延べ96名参加）

（H22年度女性相談支援セン

ター）

DV対策連携支援ネットワーク

専門者研修会　32団体53名参

加

ブロック別研修会　３地区80名

参加

（ソーレ・女性相談支援セ

ンター）

・相談員（職員）スキル

アップ研修等の実施

・関係機関相談員のスキ

ルアップ研修の実施

（ソーレ・女性相談支援セ

ンター）

・相談員（職員）スキル

アップ研修等の実施

・関係機関相談員のスキ

ルアップ研修の実施

（ソーレ・女性相談支援セ

ンター）

・相談員（職員）スキル

アップ研修等の実施

・関係機関相談員のスキ

ルアップ研修の実施（保

健師含む）

相談関係者のスキ

ルアップによる効

果的な支援の実施

県民生活・男女

共同参画課

デートDVに関する啓発及び

情報提供

（H22年度）

・DV防止啓発講演会の開催

1回（101名参加）

（ソーレ）

・DV防止講座事業の開催

（女性相談支援センター）

・大学生との協働による

「デートDV予防カード」の

作製、配布等

（ソーレ）

・DV防止講座事業の開催

（女性相談支援センター）

・学生に対するデートDV

防止の広報、啓発

（ソーレ）

・DV防止講座事業の開

催

（女性相談支援センター）

・学生に対するデートDV

防止の広報、啓発

デートDVの予防・

周知

県民生活・男女

共同参画課

DV被害者を支援するNPOの

・自立支援施設等の運営等を

NPO法人に委託

・自立支援施設等の運営

等をNPO法人に委託 DV被害者支援に

県民生活・男女

53

女性と男性の間

に生じるあらゆ

る暴力のない社

会づくりを進め

ます。

市町村や児童

相談所、警察、

民間団体等との

連携を強化し、

相談等の機能

の充実を図りま

す。

①

女

性

に

対

す

る

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶

（

４

）

女

性

に

対

す

る

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶

３

　

環

境

を

整

え

る

DV被害者を支援するNPOの

育成・協働の推進

NPO法人に委託

・ＮＰＯと協働した広報啓発活

動の実施

等をNPO法人に委託

・国際ソロプチミスト等に

よる相談カードや啓発チ

ラシの作製、配布

連携・協働の強化

DV被害者支援に

協働で取り組む

NPO法人等の増

県民生活・男女

共同参画課

被害者の心情等に配慮した

捜査活動の推進

性犯罪の捜査に際しては、女

性捜査員を活用しつつ迅速、

適正な捜査を実施している。

被害者の精神的負担を軽減

するため、性犯罪捜査用ダ

ミー人形を活用している。

平成21年中の女性被害認知

件数

・暴行42件

・傷害63件

性犯罪の捜査における女性捜査

員の活用。被害者の精神的負担

を軽減するため、性犯罪捜査用

ダミー人形の活用。指定性犯罪

捜査員制度の継続実施。

・被害者支援に関する意識の醸

成

・専用電話による相談受理体制

の確立

・性犯罪捜査に関する被害者の

精神的負担の軽減

・各種公費負担制度の充実

・被害者のニーズの的確

な把握　　　　　　　　　　　・

個々の捜査員の対応能

力の向上

・被害者の精神的・経済

的負担の軽減

高知県警察被害者支援

推進計画に基づき推進

事案に応じて漏れ

なく的確に対応す

る。

被害者のニーズに

応えた総合的かつ

継続的な被害者支

援を推進する。

生活安全企画

課、企画課

配偶者からの暴

力を未然に防止

するため、交際

相手間の暴力

防止に関する啓

発を行います。
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